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概概要要  

本研究では、シリコンフォトニクスと化合物半導体を融合した光電子融合ヘテロジニアス集積技術により、小型・低消費

電力・低雑音なテラヘルツ（THz）トランシーバの実現を目指した。二波長可変レーザと光変調器を用いたフォトミキシ

ングにより THz 変調波の生成を実証するとともに、UTC-PD および GG-HEMT を用いた高効率エミッタ・高感度レシ

ーバの開発を行った。さらに、安定動作を目的としたインライン光モニタの開発に成功し、本技術の有効性を示した。

AAbbssttrraacctt  
In this study, we aimed to realize compact, low-power, and low-noise terahertz (THz) transceivers based on 

optoelectronic heterogeneous integration technology that combines silicon photonics and compound 

semiconductors. THz modulated wave generation was demonstrated using photomixing of a two-wavelength tunable 

laser and an optical modulator. In addition, high-efficiency emitters and high-sensitivity receivers based 

on UTC-PDs and GG-HEMTs were developed. Furthermore, an inline optical monitor for stable operation was 

successfully developed, demonstrating the effectiveness of the proposed technology.

１１．．ままええががきき
近年、情報通信量の爆発的な増大に伴い、Beyond 5G/6G

に向けた超大容量無線通信技術の実現が強く求められて

いる。特に、100 GHz を超えるテラヘルツ（THz）帯は広

大な未利用周波数帯域を有しており、次世代無線通信の基

盤技術として注目されている。一方で、THz 帯における信

号の生成および検出は、従来の電子デバイス単独では高周

波動作や雑音特性の観点から限界があり、小型・低消費電

力・低雑音なトランシーバの実現には新たなアプローチが

必要とされている。このような背景のもと、本研究ではシ

リコンフォトニクスと化合物半導体デバイスを融合した

光電子融合ヘテロジニアス集積技術により、THz 帯トラ

ンシーバの高性能化と小型化を同時に実現することを目

的としている。光領域において生成された高安定な二波長

光を用いて THz 波を生成し、さらに Uni-Traveling-
Carrier Photodiode(UTC-PD)等の高周波デバイスと直接

結合することで、従来の電気的発振・増幅系を置き換える

新しい THz システムの構築を目指す。 
本研究で提案する THz トランシーバの概念図を図 1 に

示す。図に示すように、シリコンフォトニクスにより実現

された二波長可変レーザおよび光変調器と、UTC-PD お

よび GG-HEMT から構成される高周波光電融合デバイス

とをヘテロジニアスに集積することで、送信機および受信

機を一体化した THz トランシーバを構成する。このよう

な光電融合アーキテクチャにより、高周波信号の伝送損失

を大幅に低減するとともに、消費電力および装置サイズの

削減が可能となる。具体的には、送信側では二波長可変レ

ーザから出力された光を用いてフォトミキシングにより

THz 波を生成し、光変調器によって情報信号を付加する。

一方、受信側では UTC-PD 集積 GG-HEMT を用いたヘテ

ロダイン検出により、THz 信号を中間周波数信号へと変

換する。このような光電融合デバイスの集積化によって二

波長光のフォトミキシングによる THz 変調波生成が可能

であり、低雑音かつ高安定な THz 信号の生成を本プロジ

ェクトによって実証している。さらに、THz トランシーバ

の安定動作を実現するためには、光回路内の光強度を高精

度に制御することが重要である。これに対し、本研究では

シリコンフォトニクス技術を用いた小型・低損失なインラ

イン光モニタの開発を行った。図 2 に示すように、多モー

ド干渉（MMI）を利用した構造により、極めて小型かつ低

損失で光強度を検出可能なデバイスを実現している。この

光モニタは、将来的なフィードバック制御による THz ト

図 1 ヘテロジニアス集積技術を用いた THz 波トラン

シーバの概念図
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ランシーバの安定化において重要な役割を果たす。

以上のように、本研究では光源、変調器、THz エミッタ・

ディテクタ、および光モニタを統合した光電子融合システ

ムの実現に向けた要素技術を体系的に開発した。本論文で

は、これらの研究内容および得られた成果について詳細に

報告する。

２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果  

２２．．１１ヘヘテテロロジジニニアアスス二二波波長長可可変変レレーーザザ
本研究開発項目では、広帯域な周波数可変性と高いスペ

クトル純度を兼ね備えた光源として、シリコンフォトニク

スと化合物半導体を融合したヘテロジニアス二波長可変

レーザ（Two-Wavelength Tunable Laser: TWTL）を開発

した。本レーザは外部共振器型構造を採用し、シリコンフ

ォトニクス回路による高精度な波長選択機構と、量子井戸

半導体光増幅器（QW-SOA）を組み合わせることで、小型

かつ高性能な二波長光源を実現している。本レーザの基本

構成を図 3 に示す。本構造では、QW-SOA の端面（反射

率約 95%）と、シリコンフォトニクス回路上に形成された

分布ブラッグ反射器（DBR）との間でレーザ共振器が形成

される。DBR は導波路幅を周期的に変調することで有効

屈折率を変化させた構造であり、特定波長帯において高い

反射率を示す。これにより、外部共振器の一端として機能

し、レーザの発振波長を制限する役割を担う。波長選択機

構としては、SOA に対して並列に接続された二系統の波

長フィルタが用いられている。それぞれのフィルタはリン

グ共振器を基本構造とし、独立に波長制御可能な構成とな

っている。この二つのフィルタによって選択された共振波

長がそれぞれレーザ発振として現れることで、単一チップ

上で二波長同時発振が実現される。リング共振器の構造お

よび動作原理を図 4 に示す。リング共振器はレーストラッ

ク型構造を有しており、曲率半径 5 μm、周長 46.8 μm に

設計されている。このとき自由スペクトル範囲（FSR）は

約 11.7 nm となり、広帯域な波長選択が可能となる。導波

路とリング共振器の結合は方向性結合器により実現され

ており、結合効率はギャップおよび結合長によって制御さ

れる。本設計では結合係数κ ≈ 0.1 が得られており、適切

な共振特性が実現されている。リング共振器の透過特性を

図 5 に示す。理論値と実測値の比較により、共振特性が設

計通りに実現されていることが確認されている。共振ピー

クにおける Q 値は数千程度であり、十分に狭い透過帯域

を有することから、レーザ発振の波長選択において高い分

解能を提供する。さらに、本レーザでは波長選択フィルタ

と SOA の間に Mach–Zehnder 干渉計（MZI）を挿入して

いる。この構造により、共振器内のフィードバック光強度

と出力光の分配比を制御することが可能となる。MZI の

動作原理は、2 つのアーム間の位相差に依存した干渉効果

に基づくものであり、ヒータによる熱光学効果を利用して

位相差を制御する。反射率 R および透過率 T は位相差に

依存して周期的に変化し、共振器内の光強度分布を最適化

することができる。この MZI の導入により、以下の 2 つ

の重要な効果が得られる。第一に、共振器内の光強度を適

切に制御することで、安定な単一モード発振を維持できる

点である。第二に、Si チップ側への出力光強度を増大させ

ることで、後段の光回路への効率的な光供給が可能となる

点である。ただし、透過率を過度に高くするとフィードバ

ック光が減少し、波長選択性が低下するため、最適なバラ

ンス設計が必要となる。

本レーザの波長可変特性を図 6 に示す。リング共振器上

に設置したマイクロヒータに印加する電力を変化させる

ことで、一方の発振波長を 1537.98 nm から 1546.86 nm
まで掃引可能であり、約 8.88 nm の波長可変範囲が得ら

れている。このとき、二波長間の最大差周波数は約 1 THz
に達しており、THz 帯までカバー可能な広帯域性を有し

ている。一方で、熱光学効果に起因するクロストークも観

図 2 低損失・小型シリコンインライン光モニタ 
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図 3 二波長可変レーザの構造模式図 

図 4 シリコンリング共振器 

図 5 リング共振器の透過スペクトル 

図 6 二波長発振とヒータによる発振波長制御 
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測されている。図 7 に示すように、一方のリング共振器へ

の加熱が他方の共振波長にも影響を与え、約 10%程度の

波長シフトが生じる。このクロストークは、リング間距離

の最適化や熱絶縁構造の導入により低減可能であり、複数

ヒータの協調制御により独立な波長制御が実現できる。さ

らに、DBR とリング共振器のスペクトル整合も重要な設

計要素である。DBR の反射帯域はリング共振器の FSR と

同程度に設計されており、これにより単一モード発振を維

持しつつ広帯域な波長可変性が実現されている。また、

QW-SOA を用いることで広い利得帯域と高い出力特性が

得られる。量子井戸構造は高いキャリア密度を実現可能で

あり、高出力動作に適している。一方で、光強度の増加に

伴う二光子吸収や屈折率変化により、発振の不安定化や多

モード化が生じる可能性がある。したがって、MZI による

フィードバック制御と組み合わせることで、出力と安定性

の両立が図られている。

以上のように、本研究で開発した二波長可変レーザは、

QW-SOA による高出力性、リング共振器による高選択性

波長制御、MZI による出力制御機構を統合した構造を有

しており、広帯域かつ低雑音な二波長光源を実現している。

このような特性は、後述する THz 波生成および変調技術

の基盤として極めて重要である。

２２．．２２シシリリココンンフフォォトトニニククスス光光変変調調器器のの設設計計とと特特性性 

  本研究開発項目では、二波長可変レーザから出力される

光信号に対して高周波信号を付加するため、シリコンフォ

トニクス技術に基づく光変調器を開発した。本研究では、

低消費電力動作を特徴とするリング共振器型変調器と、高

効率かつ広帯域動作が可能な Mach–Zehnder 干渉計

（MZI）型変調器の 2 種類のデバイスを、それぞれ独立に

設計・試作した。シリコンフォトニクスにおける光変調は、

キャリア注入またはキャリア蓄積に伴うプラズマ分散効

果を利用して導波路の屈折率を変化させることで実現さ

れる。本研究でも、pn 接合を形成したシリコン導波路に

電圧を印加することでキャリア密度を制御し、光の位相お

よび強度を変調する方式を採用している。この方式は

CMOS プロセスとの親和性が高く、将来的な大規模集積

化に適している。

まず、リング共振器型変調器について述べる。リング共

振器は特定波長において鋭い共振特性を示し、その透過ス

ペクトルは共振波長近傍で急峻な変化を有する。図８に示

すように、本デバイスではシリコン導波路上に形成された

リング共振器に pn 接合を導入し、電圧印加による屈折率

変化を共振波長のシフトとして利用している。入力光の波

長を共振曲線の傾斜部分に設定することで、微小な屈折率

変化が大きな透過強度変化として現れ、高効率な強度変調

が実現される。リング共振器型変調器の最大の利点は、低

電圧駆動による低消費電力動作にある。共振器の鋭いスペ

クトル特性により、わずかな電圧変化でも十分な変調深さ

を得ることができる。一方で、共振構造に起因するフォト

ン寿命の影響により、変調帯域は制限される。このため、

リング共振器型変調器は低消費電力用途や比較的低速な

変調に適している。本デバイスにおいて 0.1 Vpp程度の小

さな印加電圧によって光変調が可能であることを確認し

ている。

次に、MZI 型変調器について述べる。MZI は入力光を

2 つのアームに分岐し、それぞれの光路で生じる位相差を

干渉によって強度変調へ変換する構造である。図９に示す

ように、それぞれのアーム内に pn 接合を設け、逆バイア

ス電圧の印可によって空乏層幅を変化させることで位相

変調を行い、その結果として出力光強度が変化する。この

方式は共振構造を持たないため、波長依存性が小さく、広

帯域かつ高速な変調が可能である。MZI 型変調器は、リン

グ共振器型と比較して高い線形性と広帯域特性を有する。

特に、適切なバイアス条件（クアドラチャ点）に設定する

ことで、入力電圧と出力光強度の関係をほぼ線形に保つこ

とが可能であり、多値変調信号や高速通信への応用に適し

ている。一方で、π位相シフトを得るためには比較的大き

な電圧または長い導波路長が必要であり、消費電力やデバ

イスサイズの観点では不利となる。図１０に単一波長光に

対して光変調を行った際のアイパターンを示す。明瞭なア

イ開口が確認でき高速変調が可能であることを示してい

る。

図８ シリコンリング共振器光変調器の構造

図９ シリコン MZI 光変調の構造 

図１０ シリコン MZI 光変調器の 12.5 Gbit/s アイパ

ターン

図７ ヒータ電力と発振波長の関係
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本研究では、これら 2 種類の変調器を用途に応じて使い

分けることを想定している。すなわち、リング共振器型変

調器は低消費電力動作を重視する用途に適しており、MZI
型変調器は高周波信号の高品質な変調が求められる用途

に適している。このような役割分担により、システム全体

としての性能最適化が可能となる。さらに、これらの変調

器はシリコンフォトニクス基板上に形成されているため、

二波長可変レーザとのモノリシックまたはハイブリッド

集積が容易である。これにより、光源から変調器までの光

結合損失を最小化し、小型かつ高効率な光送信系を構成す

ることができる。

以上のように、本研究で開発したリング共振器型および

MZI 型シリコンフォトニクス光変調器は、それぞれ異な

る特性を有し、低消費電力動作と高効率・広帯域動作とい

う相補的な性能を提供する。これらのデバイスは、後述す

る THz 変調波生成において重要な役割を果たす。 

２２．．３３高高効効率率 TTHHzz エエミミッッタタおおよよびび高高感感度度検検出出デデババイイ

スス 

本研究開発項目では、THz トランシーバの受信器およ

び送信器に対応する高周波デバイスとして、UTC-PD 集

積 Grating-Gate High Electron Mobility Transistor
(GG-HEMT)および UTC-PD を用いたエミッタの開発を

行った。

まず、受信機側のデバイスとして、UTC-PD 集積 GG-
HEMT を用いたヘテロダイン検出の原理検証を行った。

図１１に示すように、試作したデバイスはダイポールアン

テナ構造を有しており、THz 波の入射による局所電界増

強を利用した検出が可能である。また、同図に示す測定系

において、300 GHz 帯の THz 信号と 1.5 µm 帯二波長光

を同時に入力することでヘテロダイン検出を行った。その

結果、差周波に対応する中間周波数信号が観測され、図１

２に示すように UTC-PD 集積 GG-HEMT によるヘテロ

ダイン検出動作が確認された。

さらに、性能向上に向けた検討として、UTC-PD の構造

設計および GG-HEMT の電極構造の最適化を行った。解

析の結果、従来構造では光吸収層厚やキャリア走行層厚に

起因してカットオフ周波数が制限されることが明らかと

なり、300 GHz 帯動作に向けた構造最適化の指針を得た。

また、GG-HEMT のアクティブ領域における電位分布の

解析から、従来構造では面積拡大に伴う感度向上が制限さ

れることが示され、新たに格子カソード電極構造を導入す

ることで改善が可能であることが示された。

次に、送信機側のデバイスとして、UTC-PD を用いた

THz エミッタの高効率化を検討した。図１３に示すよう

に、絶縁体一次元格子を導入した UTC-PD 構造により、

光吸収率の向上および高周波特性の改善が期待される。電

磁界シミュレーションの結果、格子材料を SiN から AlN
に変更することで光吸収率が 46%から 58%に向上するこ

とが確認された。さらに、格子構造の導入によりデバイス

面積の縮小と RC 時定数の低減が可能となり、カットオフ

周波数の向上が見込まれることが示された。また、SiN や

AlN といった高熱伝導材料を導入することで、デバイス

の熱特性が改善されることも確認されており、従来課題で

あった高出力動作時の熱破壊の抑制が期待される。

以上のように、本研究では UTC-PD 集積 GG-HEMT に

よる THz ヘテロダイン検出の原理実証と、UTC-PD の光

電変換効率向上に向けた構造検討を行い、THz トランシ

ーバの実現に向けた重要な要素技術を確立した。

２２．．４４イインンラライインン光光モモニニタタのの開開発発とと光光回回路路内内モモニニタタ

リリンンググのの実実証証
本研究開発項目では、シリコンフォトニクス集積回路に

おける光強度の高精度制御を目的として、低損失かつ小型

なインライン光モニタの開発を行った。従来の Ge フォト

図１１ 作製した UTC-PD 集積 GG-HEMT と測定系 

図１２ UTC-PD 集積 GG-HEMT による中間周波数

信号の検出
図１４ 電極数Nを変化させたインライン光モニタの

電界分布

-axis (m)

-a
xi

s (
m

)

図１３ (a)絶縁体一次元構造を装荷した UTC-PD の

模式図 (b)光吸収効率のシミュレーション結果 
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ダイオードや二光子吸収型検出器では、光の分岐や長い検

出器長が必要であり、回路規模の拡大に伴う損失増大や消

費電力増加が課題となっていた。これに対して本研究では、

マルチモード干渉（MMI）導波路における自己集束現象を

利用した新規な光検出構造を提案した。MMI 導波路内では、

複数モードの干渉により光電界が周期的に導波路中心へ

と集中する。この性質を利用し、電界が局在する位置に重

ドープ電極を配置することで、光と電極との重なりを最小

化しつつ、光吸収を利用した検出を実現する。図 1４に示

すように、この構造により低損失と高感度の両立が可能と

なった。

設計においては、モード解析および FDTD シミュレー

ションにより電界分布を詳細に評価し、電極配置位置およ

び周期構造を最適化した。図１５に電極数 N を 1, 3, 5 と

して作製したMMI構造の損失のシミュレーション結果及

び測定結果を示す。電極数 N = 1 の最小構造においては、

デバイス長 4.7 µm という極めて小型な構造でありながら、

挿入損失 0.1 dB 以下、100 nm 以上の広帯域動作を実現

した。本デバイスは、フォトコンダクティブ動作に基づく

キャリア増幅効果により、約 340 倍のゲインを有し、75
mV/mW の高い検出感度を達成した。さらに、本光モニタ

をシリコンリング共振器へ集積し、光回路内モニタリング

の実証を行った。図１６に示すように、透過スペクトルと

光電流スペクトルが良好に一致しており、共振状態を直接

電気的に読み出せることが確認された。 この結果は、光

回路内における非破壊かつリアルタイムな光強度モニタ

リングが可能であることを示している。

以上より、本研究で開発したインライン光モニタは、大

規模シリコンフォトニクス回路における光パワー制御、波

長安定化、およびフィードバック制御に有効な要素技術で

ある。

２２．．５５二二波波長長可可変変レレーーザザととシシリリココンンフフォォトトニニククスス変変

調調器器をを用用いいたた TTHHzz 変変調調波波のの発発生生 

本研究開発項目では、ヘテロジニアス集積された二波長

可変レーザとシリコンフォトニクス変調器、ならびに

UTC-PD を組み合わせることで、THz 帯における高速変調波

の発生を実証した。 

THz 波の生成には、二波長光の周波数差を利用した光ヘ

テロダイン法を用いる。この手法では、二波長光を UTC-PD

に入力することで、光強度ビートに対応した周波数成分が

電気信号として抽出され、差周波に対応する THz 波が生成

される。さらに、光領域での強度変調を組み合わせること

で、THz 帯における変調信号の生成が可能となる。図１７

に示すように、二波長可変レーザから発生した差周波数約

300 GHz の二波長光に対して、光領域で強度変調を施し

UTC-PDによってTHz波へと変換する構成を採用している。

本研究で用いた二波長可変レーザは、Si フォトニクス外

部共振器と量子井戸 SOA を組み合わせた構造を有し、外部

外部共振器レーザ特有の狭線幅と広帯域な周波数可変性

を両立している。この高いコヒーレンス特性により、THz

波においても低雑音かつ高安定な信号生成が可能となる。

実験では、約 278–302 GHz の周波数差を持つ二波長光を生

成し、シリコン MZI 変調器および LN 変調器を用いて 12.5

Gbit/s の OOK 変調を行った。その結果、UTC-PD により生

成された THz 変調波において、図 18 に示されるように明

瞭なアイパターンが観測され、BER は LN 変調器を用いた

場合は 1.12×10⁻¹⁰、シリコン変調器を用いた場合は

3.68×10⁻⁴を達成した。特に、シリコン変調器を用いた場

合においても HD-FEC 限界以下の BER が得られたことは、

シリコンフォトニクス技術を用いた THz 送信器の有効性

を示す重要な結果である。一方で、性能劣化の主因が光フ

ァイバ増幅器による ASE 雑音であることが明らかとなっ

ており、光源・変調器の一体集積によりさらなる高性能化

が期待される。

図１５ (a)挿入損失のシミュレーション (b)試作した

光モニタの挿入損失の測定結果

図１６ (a)光モニタを装荷したリング共振器の透過

光スペクトルと光電流スペクトル (b)共振波長の拡
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さらに LN 変調器を用いて疑似的な PAM4 信号を発生し

たアイパターンを評価した結果を図１９に示す。本測定で

は、3 段階の強度変調を組み合わせることで疑似的な PAM

信号を再現している。PAM4 変調においても明瞭なアイ開

口が確認でき、本手法の多値変調への適用可能性が示され

た。 

以上の結果から、本研究で提案する光電子融合システム

により、THz 帯における高品質な高速変調信号の生成が可

能であることが実証された。 

３３．．今今後後のの研研究究成成果果のの展展開開  
本研究により、二波長可変レーザ、シリコンフォトニク

ス光変調器、UTC-PD および GG-HEMT、高効率インライン光

モニタといった各要素技術の開発および基本動作の実証

が達成された。これらの成果は、光電子融合ヘテロジニア

ス集積による THz トランシーバ実現に向けた基盤技術と

して位置づけられる。今後は、これらの要素技術を一体化

したトランシーバシステムの実現に向けた研究を進める。

特に、二波長可変レーザとシリコンフォトニクス光変調器

の集積化により、光源から変調器までの光結合損失を低減

し、小型かつ高効率な光送信部の構築が可能となる。また、

UTC-PD および GG-HEMT との集積により、光信号から THz

信号への変換および検出を一体化したコンパクトな THz

トランシーバの実現が期待される。さらに、インライン光

モニタを活用したフィードバック制御技術の導入により、

光源および光回路の動作点を安定に維持することが可能

となる。これにより、長時間安定動作や温度変動に対する

ロバスト性の向上が期待されるとともに、THz 信号の低雑

音化および高信頼化に寄与する。

通信応用の観点からは、PAM4 などの多値変調方式の導

入や、さらなる高速化に向けた検討が重要である。シリコ

ンフォトニクス変調器の高速化および低消費電力化を進

めることで、THz 帯における大容量通信の実現が可能とな

る。また、ヘテロダイン検出技術と組み合わせることで、

将来的にはコヒーレント THz 通信への展開も期待される。

加えて、本研究で確立した光電子融合技術は、通信分野に

とどまらず、THz センシングやイメージングなどの応用分

野への展開も可能である。特に、広帯域かつ周波数可変な

THz 波を利用することで、高分解能な分光計測や非破壊検

査への応用が期待される。 

以上のように、本研究で得られた成果は、THz トランシ

ーバの実用化に向けた重要なステップであり、今後の集積

化および高機能化により、次世代無線通信およびセンシン

グ技術への応用が期待される。 

４４．．むむすすびび  

本研究では、シリコンフォトニクスと化合物半導体を融合

した光電子融合ヘテロジニアス集積技術により、小型・低

消費電力・低雑音なテラヘルツ（THz）トランシーバの実

現に向けた基盤技術の確立を目指した。二波長可変レーザ、

シリコンフォトニクス光変調器、UTC-PD および GG-HEMT、

高効率インライン光モニタといった要素技術の開発と動

作実証を行い、THz 変調波の生成および評価を通じて本技

術の有効性を示した。

本研究で得られた成果は、光源・変調・検出・モニタリ

ングを含む光電子融合システムとして THz トランシーバ

を構成するための重要なステップであり、今後の集積化お

よび高機能化により、次世代無線通信およびセンシング分

野への展開が期待される。
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概概要要  

 本研究では、IoT や CPS の無線インフラとして期待される低電力広域通信（LPWAN）を対象に、高いデータ到着率を実

現する新たなネットワークを確立した。具体的には、他端末のアクセス検知性能を認識する高度化センシング、認識結果

を無線環境情報とし、パケットレベルインデックス変調（PLIM）によりオーバヘッドなしで端末間共有することでパケッ

ト到着率を向上するリソース最適化、そして、分数拡散率による変調方式を確立した。これらの機能により LPWAN のデー

タ到着率の向上を実現し、LPWAN と周波数を共用する WiFi Halow との共存環境で安定したデータ到着率を実現した。

AAbbssttrraacctt  
We construct novel wireless communications for low power wide area networks (LPWAN), which is most powerful 

wireless infrastructure for supporting IoT and CPS. These composed of the following three function. First one is the 
enhanced sensing scheme for recognizing the access detection possibility of each node, second one is the optimal 
resource allocation based on the wireless environment information, which are gathered by the packet level index 
modulation with no overhead. Third one is a baseband modulation scheme based on fractional spreading factor. We 
show the high data arrival rate achieved even under the frequency spectrum sharing between the LPWAN and the 
WiFi Halow. 

１１．．ままええががきき
  低電力広域通信（LPWAN）は、アンライセンスバンドの

自律無線システムであり、敷設制約が少なく様々な用途へ

の利用が期待される。しかし、アクセス制御で用いるキャ

リアセンスは広域に配備したセンサ端末（端末）のアクセ

スを検知できず、パケット衝突で情報が欠落する。IoT

（Internet of Things）や CPS（Cyber-Physical Systems）

によりセンサ数が増えた場合、LPWAN による情報集約は破

綻する懸念がある。本研究課題では、チャネルの混雑度や

センシング性能などの無線環境情報をセンサ間で共有し、

各センサが無線環境を把握して適切な周波数資源を利用

する、「高度無線環境情報共有型無線センサネットワーク」

を確立する。図１に全体コンセプトを示す。本センサネッ

トワークは、電波のセンシングとプロトコル解析を統合す

ることで無線環境を高度に把握する高度化センシング技

術（機能１）、端末が把握した無線環境をオーバーヘッド

無しに共有できるパケットレベルインデックス変調（PLIM）

による情報共有法とそれに基づくリソース割り当て機能

（機能２）、さらに、LPWAN で用いられる拡散変調方式に

小数分解能拡散率を新たに導入することで、同時アクセス

数を拡大する Fractional SF 機能（機能３）を確立した。

これら三機能が統合することで、膨大な数のセンサを利用

した場合にも安定したデータ到着率を達成し、限られた周

波数資源においても効果的な環境認識を可能にする新た

なセンサネットワークを導出した。

２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果

 確立したセンサネットワークでは、機能１と２が密接に

機能する二つの無線アクセス方法を確立した。一つ目は、

無線環境に応じたアクセス制御プロトコルから暗黙知的

に無線環境を把握する間接型、二つ目は無線環境情報をパ

ケットレベルインデックス変調（PLIM）で通知する直接型

である。図２に各無線アクセス法の概要を示す。そこで、

間接型と直接型に分け、各構成機能について詳細を説明す

る。また、機能３の Fractional SF はベースバンド信号処

理による同時アクセス時に発生する干渉を軽減する機能

である。これら機能１～３を統合利用することで、掛け算

的に収容端末数の増加が見込まれる。さらに、機能３では、

図１ 本研究課題のコンセプト
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ソフトウェア無線機に実装し、実機検証において

Fracational SF の有効性を明らかにした。また、本セン

サネットワークの適用事例として、920MHz帯LPWANとWiFi

Halow と周波数共用の実証検証を進め、その有効性を報告

する。

22..11..  高高度度化化セセンンシシンンググととリリソソーースス割割りり当当てて法法がが連連携携すす

るる無無線線アアククセセスス法法（（間間接接型型（（イインンププリリシシッットト型型））））  

本研究開発項目では、端末からの明示的な通知無しで、

端末間の相互関係を集約局（GW）が把握するゼロオーバ

ーヘッドな無線環境情報共有を実現した。この手法では、

PLIM をベースとした LoRaWAN システムにおいて、端

末がキャリアセンス（CS）により他端末のパケット送信

を検知してバックオフしたこと及び、どの端末のパケット

送信を CS によって検知したかを、端末からの明示的な通

知なしに GW にて推定することで、等価的に各端末の無

線環境情報集約を行う。GW は各端末が送信時に、既知の

マッピングルールに基づき再マッピングを判断すること

で、端末間の無線環境情報を推定する。推定した無線環境

情報を Spectrum Clustering で解析することで、端末の

相互関係に基づくクラスタリングが可能となる。

22..11..11..  チチャャネネルルアアククテティィビビテティィ検検出出にに基基づづいいたた PPLLIIMM  

チャネルアクティビティ検出に基づいた PLIM の動作概

要を述べる。図 3 にその概要を示す。端末のパケット生起

間隔 𝑇𝑇� [sec]をフレーム長と定義し、1 フレームを 𝑆𝑆 個
のサブフレームに等分割する。さらに、𝑇𝑇���� sec のサブフ

レームを 𝑄𝑄 個の時間スロットに等分割する。端末は事前

に GW と共有されているマッピングルールを元に、パケ

ットを送信する周波数チャネルおよび時間スロットを決

定する。端末はパケットを � � � からマッピングし，CS
により他端末の UL パケット送信を検知した場合バック

オフし，次のサブフレームへリマッピングを行う。� � 𝑆𝑆 �

1においても CS により他端末の UL パケット送信を検知

した場合、パケットを破棄する。

22..11..22..  提提案案手手法法

提案手法では PLIM をベースとしたシステムを想定し，

GW において UL パケットの周波数チャネルと受信タイ

ミングにインデックスが付加されていることを利用して，

GW で無線環境情報を推定する。また、推定した無線環境

情報をもとにクラスタリングを実行し、各クラスタへと直

交リソースを割り当てる。

((無無線線環環境境情情報報集集約約))  提案手法の動作概要を概説する。CS
を用いて互いの UL 送信を検知可能な関係にある端末 A
と端末 B 及び GW を考える。端末 B が端末 A の UL 送信

を検知して、UL パケットを次のサブフレームにバックオ

フする。マッピングルールとデマッピングによって得られ

た PLIM ビット系列から、GW は端末 B が本来使用する

予定であった送信インデックスを推定する。送信インデッ

クス推定により端末 B が CS により他端末の UL 送信を

検知した時刻をGWが推定することが可能となる。また、

推定した時刻において GW は端末 A と通信していること

から、GW においてオーバーヘッドなしに端末 B が端末

A の UL 送信を CS により検知可能であると推定すること

ができる。

((無無線線環環境境情情報報のの活活用用))  推定した無線環境情報の活用の一

つとして端末のクラスタリングを考える。クラスタリング

手法としてスペクトラルクラスタリングを用いる。スペク

トラルクラスタリングによって得られた各クラスタに対

して、異なる直交するリソースを割り当てることを考える。 

22..11..33..  実実機機実実験験  

提案手法の有効性を確かめるための実機検証を行なった。

DC 制約を考慮し送信間隔は 8 sec とした．端末は 14 台

を 7 台ずつの 2 グループに分けて、図 4 に示すように、

隠れ端末問題を意図的に発生させるために、異なる部屋に

LoRa 端末を設置した。さらに、各端末に 30dB の減衰器

を導入した。無線環境情報推定のため、実機実験を 70 時

間行った。今回の実験ではグループの端末が異なる部屋に

存在し、CS にて互いのパケット送信を検知できないため、

クラスタリング結果として，2 つのクラスタに分類される

必要がある。結果として、推定の総回数（39,698 回）中、

推定成功 36,016 回、推定失敗 3,388 回、誤推定 244 回と

なった。なお、ここにおける推定失敗とは、GW における

推定を行った際に該当する端末なしとなった回数であり、

図２ 新たに確立した無線アクセス法

図 3．チャネルアクティビティ検出に基づく PLIM 

図 4．端末設置環境（電気通信大学東 10 号館 4 階） 



戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）  

令和８年度成果発表会（2026 年） 

誤推定とは推定を行った際に端末間の無線環境情報を推

定できたが、その組み合わせが間違っていたことを表して

いる。この推定をもとにスペクトラルクラスタリングを実

行した結果、互いに CS 可能な端末のみが含まれる 2 つの

クラスタが得られた。図 5 に平均パケット配信率（PDR）

特性を示す。クラスタ毎に直交する周波数チャネルを割り

当てた（w/ prop.）は直交チャネルを割り当てない場合

（w/o prop.）と端末が周期的にパケットを送信する場合

（Periodic）と比較して大幅に PDR 特性を改善できてい

ることがわかる。結果より、実際の環境に即した期待通り

のクラスタリング結果が得られていることがわかる。また、

現実の環境では少なからず推定失敗や誤推定などが発生

してしまうものの、提案手法が実環境に適用可能な堅牢性

を持つことが確認できた。

22..22..  高高度度化化セセンンシシンンググととリリソソーースス割割りり当当てて法法がが連連携携すす

るる無無線線アアククセセスス法法（（直直接接型型））  

 端末が受信電解強度（RSSI）を計測することで、端末相

互のキャリアセンス検知可能を識別する隠れ端末特定法

を確立した。そして、端末が識別した隠れ端末特定結果等

を通知する方法に PLIM を用いることを想定し、PLIM の高

度化を進めた。そして、無線環境の集約結果を利用し、各

端末のアクセスタイミングを指定する時間リソース割り

当て法を確立し、収容可能な端末数の拡大を実現した。以

降は、各機能を詳細に説明する。 

22..22..11..  RRSSSSII 計計測測情情報報のの共共有有にによよるる隠隠れれ端端末末特特定定法法  

 LPWAN ではパケット衝突を回避するため、他端末の電波

を検出する CS により他端末のパケットアクセスを認知す

る。しかし、CS に要する時間を短く抑えるため、エネルギ

ー検出が用いられるが、電力が一定低下になるとパケット

アクセスが見逃される。パケットアクセスを見逃す隠れ端

末状態を回避するため、他端末がパケット復調により観測

できる RSSI に注目した。パケット復調による RSSI はキャ

リアセンスに比べて検出感度が高く、キャリアセンスで不

検知となった端末の受信電力を評価できる。そこで、各端

末が RSSI を計測し、計測結果を一つの情報集約局に集計

することで隠れ端末関係を把握する方法を確立した。さら

に、端末の移動による隠れ端末関係の変化に対して、RSSI

の変動が生じた結果に絞り込み、各端末が通知するアルゴ

リズムを確立した（図 6）。提案アルゴリズムの有効性を

検証するため、シミュレーション評価を実施した。図 7に

その結果を示す。結果の許容可御認識割合は、キャリアセ

ンス可能だが不可能と御認識した場合であり、誤認識が生

じたとしても、周波数共用をする他システムへの与干渉は

回避できる点で許容される。一方、許容不可御認識割合は、

キャリアセンス不可能だが可能と判断する割合であり、他

システムへの与干渉発生の原因となるため、許容されない。

比較法として本稿提案法を用いない場合と比較すると、比

較法は高い確率で誤りが生じるのに対して、移動距離が

25m 以内であれば提案法は 10%以内に誤りを抑えらえれる。

これより、提案法が端末の移動に伴う無線環境が生じた場

合にも、移動に伴う RSSI の変化が生じた端末に限定して

RSSI 通知することで、無線環境の変化を適切に更新し、

隠れ端末の高い識別精度を維持できる。

22..22..22  差差動動化化 PPLLIIMM（（PPLLIIMM））にによよるる追追加加情情報報伝伝送送  

 パケットの送信時間や送信チャネルを伝送情報に応じ

て切り替える PLIM は、パケット内のデータに追加で情報

を伝送できる。920MHz 帯 LPWA では送信時間制約により送

信待機時間を設けられている。そこで、この待機時間を情

報に応じて切り替える PLIM が確立することで、PLIM によ

る追加のデータ伝送が可能になる。この PLIM を利用する

ことで、端末間の RSSI 計測結果の通知とセンシング結果

の通知を両立できるため、オーバーヘッドが生じない無線

環境情報の共有が可能になる。 

PLIM では、時間スロットと周波数チャネルインデック

スを用いて情報伝送を行うため、端末と GW 間でフレーム

時刻同期が必要となる。１度時刻同期を行ったとしても、

時間経過とともに端末の時刻がクロックドリフトによっ

てずれ、クロックドリフトの影響は経過時間とともに累積

することが知られている。IoT システムなど、ネットワー

クを構成する端末数が多い場合、現実的に運用するために

は端末１台の価格をなるべく抑制する必要がある。このた

め、無線機に用いられる発振器は技術基準適合認定を受け

た比較的精度の高い発振器が用いられるものの、送信タイ

ミングの時間制御は無線通信に用いられる発振器とは異

なる精度の低い発振器が用いられることが一般的である。 

図 6 変動時の隠れ端末関係通知法 

図 5．平均 PDR 特性 

図 7 キャリアセンス検知性能識別率 
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((提提案案手手法法)) 我々が提案する差動化 PLIM では、従来のチ

ャネルと時間スロットのインデックスにダイレクトにシ

ンボルを割り当てる手法ではなく、連続するパケット番号

のチャネルインデックスの差分および時間スロットイン

デックスの差分に対してシンボルの割り当てを行う。これ

により、クロックドリフトが累積する経過時間を、時刻同

期の実施後から経過した時刻ではなく、連続するパケット

間に限定することができるため、従来の PLIM よりもクロ

ックドリフトの影響を軽減することが可能となる。イメー

ジ図を図 8に示す。

((シシミミュュレレーーシショョンン評評価価))  提案法を用い、スロット長の違

いによる、伝送可能なビット数を評価した。図 9に示すよ

うに、スロット長を 0.1 秒と短くした場合でもマージンを

大きくとって場合とほぼ同等な性能を維持できることが

示された。

22..22..33..  PPLLIIMM ににおおけけるる温温度度特特性性をを利利用用ししたたククロロッッククドドリリ

フフトト推推定定法法

本研究課題では、精度の低い発振器が PLIM に及ぼす影

響について実機を用いて明らかにしてきた。精度の低い発

振器は温度補償がない発振器である場合が多く、温度補償

がない発振器は温度によって精度が変動することも知ら

れている。IoT システムなどでは、端末が屋外に設置され

ることも想定され、設置環境は過酷であると予想される。

したがって、気温の変化に準ずる温度変化や、端末自身の

制御に伴う CPU などの温度上昇が原因となり、発振器のク

ロックドリフト特性が変動することが予想される。

クロックドリフト特性の影響を緩和させるために、時間

スロット長にマージンを設けると保守的に設計されるた

め、長ければ長いほど累積クロックドリフトの影響は緩和

される一方で、パケットの送信間隔（PLIM ではフレーム

長）が長くなるため、送信間隔におけるシステムの要求条

件に合わない可能性がある。また、１フレーム内に設定で

きる時間スロット数が少なくなった場合、PLIM で送信で

きるビット数が減少し、スループットが低下する原因とな

る。したがって、マージンは小さく、時刻同期回数は少な

く、PLIM シンボル誤りを抑制する手法の確立が必要であ

る。

（（実実機機製製作作））ここでは、端末の伝送する温度情報をもちに

GW がクロックドリフトを推定し、クロックドリフトの温

度特性を用い、時刻ずれを補正する手法を提案した。提案

法において、実機無線機を用い、図 10 に示す実験系を用

いた実機無線機による実験を実施するため、図 11 に示し

た LoRaWAN 無線機（送信機）を作製した。 

（（実実機機実実験験））実機により、温度とクロックドリフトの相関

を求めた。表１にパラメータを示す。図 12 に示すように、

温度とクロックドリフトの相関関係を示すことができた。 

22..22..44..  端端末末間間キキャャリリアアセセンンスス検検知知関関係係にによよるる無無線線環環境境

情情報報をを活活用用ししたたリリソソーースス割割りり当当てて法法  

2.2.1 により確立した計測 RSSI から他端末のキャリア

センス検知可否を判断し、各端末から情報集約局（GW）に

集約し、隠れ端末関係を把握できる。そこで、キャリアセ

ンス検知可否の情報を無線環境情報として利用した、リソ

ース割り当て法を確立した（図 13）。端末間のキャリアセ

ンス検知可否を事前に把握することで、パケットの衝突確

率を数式でモデル化できる。次に、アクセス時間を分割し

たスロットを形成し、端末がパケットを送信できる時間帯

を指定する仕組みを取り入れた。これにより、同一スロッ

ト時間には、できる限りキャリアセンス検知ができる端末

が同じスロットに割り当てることでパケット衝突を避け

られる。一方、膨大な数の端末がアクセスする場合には、

図 8 提案：差動 PLIM の動作概要 

図 11 クロックドリフト導出実験系 

図 10 実験系模式図 

表 1 実験パラメータ 

図 12 温度とクロックドリフトの相関関係 

図 9 クロックドリフト対伝送可能ビット数
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スロット数が有限であり、隠れ端末関係を完全に回避した

スロット割り当てが困難になる。そこで、導出したパケッ

ト衝突確率から、各スロットに端末を割り当てた場合のパ

ケット衝突確率を導出し、それを最小化するスロット（リ

ソース）割り当て法を確立した。具体的には、パケットロ

ス確率の近似式を用いて、焼きなまし法によりチャネル割

り当てを最適化する。

パケットロス確率の近似式は以下のようになる。 

𝑃𝑃������� � �� � �������𝑃𝑃�� � �𝑃𝑃�
��� � 𝑃𝑃� � ������𝑃𝑃�� ∗ �� � �������������������� 

�� � �� � ��������������������

提案法の有効性をシミュレーションで評価した。端末

数 40 台から 400 台に対して、8つのチャネルに割り当て

を行う。図 14 に端末の空間的な配置と端末グループクラ

スタの関係を示す。隠れ端末の割合は 1.5%とした。この

環境において、割り当てを最適化した提案法とランダム

割り当てした方法でシミュレーションを行った。ランダ

ム割り当ては 1000 回試行し、平均値を random_avg、最

悪値を random_worst として評価している。pure aloha

はチャネルにすべて隠れ端末が収容された理論上の最悪

値となる。一方 csma はチャネルに隠れ端末がない理論値

を表している。シミュレーション結果より、パケットロ

ス確率 10％での収容可能な端末数を比較すると提案法は

ランダム割り当ての最悪値よりも 200 台の増加、平均値

よりも 100 台の増加が見られる。

（（ネネッットトワワーーククシシミミュュレレーーシショョンン検検証証））LPWAN のアクセス

プロトコルを再現したネットワークシミュレータ

「Senargie」により提案法の有効性を検証した。提案法の

最大の能力を発揮すると想定される、端末を二つにクラス

タ化した。つまり、クラスタ内では、端末相互にはキャリ

アセンスでアクセスを検知可能であるが、クラスタ間は距

離があり、アクセス検知は困難な状況である。図 16 の結

果より、既存の LPWAN では、１クラスタ当たり 10 端末（全

体で 20 端末）を超えるとデータ到着率が 90%を低下する

のに対して、提案法は、約 35 端末（全体で 70 端末）まで

増大しても、90%のデータ到着率を達成し、収容端末数を

3.5 倍程度拡大でき、提案法の有効性を確認した。  

22..33．．機機能能３３：：フフララククシショョナナルル SSFF のの送送信信法法  

本研究開発項目では、LoRaWAN（Long Range Wide 
Area Network）で用いられる LoRa 変調の資源割当自由

度を高めることを目的として、分数拡散率を導入した

FSF（Fractional Spreading Factor）-LoRa を提案し

た。従来の LoRa では、物理層の主要パラメータである

拡散率（SF：Spreading Factor）が整数値に限られてい

るため、耐雑音性とデータレートのトレードオフ対して

粗い制御しかできないという課題があった。そこで、拡

散率を拡張し分数値も取れるようにしたものが、FSF-
LoRa である。図 17 の概念図に示すように、FSF を変化

させるとチャープ信号の時間長および周波数変化の傾き

を細かい粒度で変化させることが可能となる。さらに、

FSF の選択肢が増えることはシステム内で利用可能な準

直交的な通信パラメータの候補数の増加を意味し、FSF-
LoRa は従来の LoRa が持つ段階的なパラメータ設計を

図 13 無線環境情報（センシング表）を利用下リソ

ース割り当て法の概要

図 14 評価環境（端末のグループ（クラスタ化）と

隠れ端末関係の模式図）

図 15 ノード数に対するパケット衝突率
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図 16 無線環境情報（センシング表）を利用下リソ

ース割り当て法の概要

図 17 FSF-LoRa 概念図 
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細粒度化すると同時に、多数端末を収容するための多重

化手段を拡張する方式として位置付けられる。

FSF-LoRa の特性を定量的に確認するために、平均信号

電力対雑音電力比（SNR：Signal-to-Noise Ratio）に対

するシンボル誤り率（SER：Symbol Error Rate）特性

を評価した（図 18）。図 18 より、FSF の値を 7.0 から

12.0 まで変化させた場合、各曲線はおおよそ等間隔とな

り、所望の誤り率を達成するために必要な平均 SNR が 
FSF の値に比例して小さくなることが見て取れる。特

に、整数値の拡散率だけでなくその中間値の FSF を導入

することで、従来であれば隣接する 2 つの整数値のいず

れかを選ばざるを得なかった条件に対して、中間に相当

する受信特性を与えられる。これは、LoRa 信号におけ

る耐雑音性と伝送効率のトレードオフを、より細かく制

御できることを示している。そのため提案法は整数値拡

散率のみの従来方式に比べて、通信環境に応じた適応的

な資源割当を行うことが可能となる。

さらに、FSF-LoRa がシステム全体に与える効果を確

認するため、端末数に対するシステムスループット特性

を評価した。図 19 に示すように、提案する FSF-LoRa
を用いた場合には、従来の整数値の拡散率集合を用いた

場合と比較して、拡散率の割り当て手法である EAB
（Equal Area Based）および EIB（Equal Interval 
Based）のいずれの拡散率割当方法においても高いスル

ープットが得られている。

66..22．．フフララククシショョナナルル SSFF のの送送信信法法((帯帯域域可可変変型型))  

LoRaWAN は、物理層の変調方式として LoRa 変調を

採用している。LoRa 信号は異なる拡散率 (SF: Spreading 
Factor) 間では準直交する性質を持つため、異なる SF の

複数信号は同時受信が可能である。一方、同一 SF の信号

が重畳した場合、全信号の同時受信は干渉キャンセラの利

用などに限定される。この課題への対策として、帯域幅可

変 Lo  Ra が提案されている。本方式を使用することで、

同一 SF の複数信号の同時受信が可能となる。しかし、帯

域幅可変 LoRa を用いた場合においても、遠近問題が課題

となり得る。LoRaWAN は長距離通信が可能な無線通信技

術であるため、各送信ノードとゲートウェイ間の距離に大

きな差が生じる可能性がある。その結果、近傍ノードから

の信号が干渉となり、受信電力が弱い遠方ノードからの信

号の復調に失敗する恐れがある。そこで本研究では、帯域

幅可変 LoRa の干渉特性を調査する。さらに、計算機シミ

ュレーションによる評価に加え、ソフトウェア無線機を用

いた実機実装による検証を行う。  

帯域幅可変 LoRa は、変調時の帯域幅を従来の 1/𝑙𝑙 倍に

圧縮して信号を生成する手法である。ここで、𝑙𝑙 はシンボ

ル長比率を表し、非整数の値を取り得る。帯域幅を圧縮す

ることにより、シンボル長は従来の 𝑙𝑙 倍となる。一方、受

信時に復調する際は、従来の 𝑙𝑙 倍のサンプリング長でサ

ンプリングを行うことで、従来 LoRa と同等の信号を得る

ことができ、従来の LoRa 信号の受信用アルゴリズムを活

用して復調処理を行うことが可能である。

図 20 に本実験における実験系を表す。USRP X410 を

用いて、2 つのポートからそれぞれ所望信号と干渉信号を

送信する。送信信号は可変減衰器を通過した後、コンバイ

図 18  FSF-LoRa の平均 SNR 対 SER 特性 

図 19  システムプループット 

図 20. 実験系 

図 11. 信号対干渉電力比に対するパケット誤り率
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ナを用いて重畳される。重畳された信号は、受信機である

USRP B205 mini-i で受信され、復調処理が行われる。

図 21 は実験結果を表す。実験の結果、実機実装を用いた

場合においても、シミュレーションと同等の復調性能を達

成できることが示された。具体的には、目標のパケット誤

り率 (PER: Packet Error Rate) を10��とした際、所望信

号および干渉信号のシンボル長比率がそれぞれ  𝑙𝑙�  �
 1 、𝑙𝑙��� � 1��の場合は ��� � �� �� の環境下において、

また 𝑙𝑙�  �  1�� 、𝑙𝑙��� � 1 の場合は ��� � �� �� の環境

下において目標 PER が達成可能であることが確認された。

これにより、異なるシンボル長比率の帯域幅可変 LoRa を

用いることで、干渉電力が所望電力を上回る環境において

も復調可能であることが示され、帯域幅可変 LoRa の耐干

渉性が明らかとなった。 

22..44..  応応用用検検証証  

22..44..11  WWiiFFiiHHaallooww とと高高度度セセンンササネネッットトワワーークク周周波波数数共共用用  

 ここまで確立した高度センサネットワークシステムに

おいて同一規格の端末間で高いデータ到着率を確立でき

ることを示した。高度センサネットワークシステムでは、 

無線環境認識機能を利用することで、他のシステムとの周

波数を共用する際にも、適切なアクセス制御に変更し、高

いデータ到着率を維持できる。 

そこで、920MHz 帯を利用する LPWAN 規格である LoRa と

Wi-Fi Halow の周波数共用を対象に、高度センサネットワ

ークシステムを前提としたアクセス制御を提案し、実機検

証をもとに有効性の検証を進めた。 

まず、 LPWAN（LoRa）と異システムの IEEE802.11ah 

(WiFi Halow)が同一周波数を共用する環境で、WiFi Halow

と同一周波数共用が可能となる LoRa 端末の選択法とアク

セス時間を切り替える方法を確立した。WiFi Halowでは、

Restricted Access Window (RAW)という送信時間区分で

アクセス時間を指定する（図 22(a)）。そこで、LoRa と WiFi

Halow のキャリアセンス性能や干渉耐性能力の観点で、

LoRa 端末と WiFi Halow の同時アクセスに必要となる離隔

距離を導出し、離隔を確保した LoRa 端末が、WiFi Halow

の送信する RAW 時間に同時アクセスをする（図 22(b)）。

これにより、LoRa 端末がアクセス可能な時間タイミング

が拡大し、単位時間当たりのアクセス量を軽減する負荷分

散が可能になる。一方、離隔を確保できない LoRa 端末は、

WiFi Halow のアクセスが無い RAW 時間にアクセスするこ

とで、WiFi Halow のパケット衝突を回避する。図 23 にパ

ケット衝突率の結果を示す。比較のため、WiFi Halow の

アクセスがない RAW 時間に限定して LoRa 端末がアクセス

した場合を従来法とした。図より、衝突率が 0.1（情報集

約率 90%に相当）において、提案法は負荷分散により LoRa

端末数を最大で 2倍拡大した。

これらの周波数共用の問題点として、LoRa は約 10km の

カバレッジを持つ一方 Halow は 1km 程度のカバレッジで

あるため、Halow からの干渉を受ける LoRa と干渉を受け

ない LoRa でアクセス機会に差が生まれる点が挙げられる。

この問題に対し、私たちの提案法では、Halow 通信停止中

に干渉を受けた LoRa が通信を行う優先制御を用いてアク

セス機会を保障することで LoRa 間のアクセス機会の差を

低下する。

本提案法では、Halow との共用のために LoRa の通信方

式を一部変更している。LoRaは 15秒間を 1フレームとし、

1フレーム間で 1回パケットを送信する。ただしフレーム

の最後の 2 秒間(Listening Time)はパケット送信を行わ

ず、Halow が通信中であるかをセンシングする。この LoRa

を用いた優先制御の流れについて図 24 を用いて説明する。

Halowが通信を開始するとHalowからの干渉を受けるLoRa

はセンシングにより送信を停止する。その後の Listening 

Time において Halow 通信中であると判断し、次のフレー

ムで集約局に Halow に通信を邪魔されていたことを伝え

るフラグを立てる。集約局ではフラグを受信してから 2 フ

レーム間フラグを立てている LoRa を集約する期間が設け

られており、2フレーム後優先通信に入りフラグを立てて

いる端末のみ通信を許可し、フラグを立てていない Halow

に邪魔されていない端末は送信を停止する。これによりア

クセス機会の差を低減する。

本研究では Halow と LoRa が周波数共用する際に確立し

た LoRa の優先制御アルゴリズムを実機実装した。図 25 が

センサ端末、図 26 が情報集約局、そして図 27 が情報集約

局のフロントパネルである。フロントパネルでは、端末が

通知した優先フラグをリアルタイムで確認でき、優先制御

が機能する様子を確認できる。

この提案法の有効性を評価するため実機検証を行った。

実機検証の様子を図 28 に示す。Halow の近くに被干渉端

末として 1 台 LoRa(端末 0)を設置し、離れた場所に LoRa

集約局と不干渉端末として 3 台 LoRa(端末 1～3)を設置し

図 22 提案アクセス時間切替と LoRa 端末選択 

図 23 衝突率対収容 LoRa 端末数の結果 

図 24 提案 WiFi Halow の検知法と優先制御のフロー 
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た。Halow は減衰器を用いて干渉エリアを狭めることで室

内での検証を可能としている。この環境において、優先制

御を行う提案法と優先制御を行わない比較法とでそれぞ

れ 10 分間(40 フレーム)共用通信を行い、LoRa のパケット

到達率を評価した。 

 結果を表 2 に示す。提案法では優先通信に 7回入り、被

干渉端末である端末 0のパケット到達率の増加させた。一

方優先通信では不干渉端末が送信を止めるため端末 1～3

のパケット到達率が低下している。現時点では、各手法で

のパケット到達率の最悪値は提案法の方が悪くなってし

まっており過剰に被干渉端末を優先していることが考え

られ、優先制御に移行する条件を一部修正することで、端

末間のアクセス公平性の適切に向上できる。 

表 2 実験結果 

端末 0 端末 1 端末 2 端末 3 

比較法 28/40 32/40 35/40 34/40 

提案法 31/40 31/40 30/40 27/40 

22..44..11..  実実際際ののセセンンササ情情報報収収集集ににおおけけるる高高度度化化セセンンシシンン

ググ無無線線セセンンササネネッットトワワーーククのの適適用用検検証証  

信州大学では塩尻市と共同で、河川及び湖における水位及

び温度状態をモニタリングするため、LPWAN における無線

センサシステムを設置し、2022 年より実施し、約 2 年間

継続的にモニタリングを実施した。図 29 の(a)に集約局と

センサ端末、(b)に河川沿いにおけるセンサ配置の様子を

示す。長期間にわたり、センサデータを蓄積した結果は、

より実用的な情報として想定され、その情報の収集精度を

本研究開発で確立した高度化ワイヤレスセンサネットワ

ークにおいて検証することは、実証に向けた検証やその課

題を明らかにするうえで有効である。そこで、高度化ワイ

ヤレスセンサネットワークの一つの機能である PLIM にお

いて実際の観測データを利用した情報集約について検証

を実施した。

PLIM は, 送信時刻と周波数チャネルの組み合わせをイ

ンデックスとして情報を伝送する技術である. LPWA の通

信時間制限下においても追加情報を送信できるため, ス

ループット拡大が期待できる. 複数センサによる多元接

続環境では, 異なるセンサが同一インデックスを選択す

るとパケット衝突が発生し, データ欠落を引き起こす.

従来研究では, 各センサの観測値の確率分布 Pi,j に基づ

き, 2 パケット衝突確率を最小化する最適なインデック

スマッピングが提案されている. しかし, 実装において

実際の確率分布 Pi,j を事前に得ることは困難であり,

確率分布 Pi,j の推定手法が課題となっている.本研究で

は, 気温データの周期的な季節変動に着目し, 前年同月

のデータを用いて確率分布 Pi,j を推定するマッピング

最適化手法を提案する. 長野県塩尻市に設置された気温

センサの実測データ(2023 年・2024 年) を用いたシミュ

レーションにより, 提案手法の有効性を検証する.

（前年同月データを用いた月次マッピング手法）本研究で

は, 気温データの周期的な季節変動を利用し,翌年の各月

の通信に対して前年の同月の気温分布データを用いて送

信インデックスの最適化を行う手法を提案する. 例え

ば,2024 年 1 月の通信には 2023 年 1 月の気温分布で最

適化したマッピングを使用する.

1. 前年同月の気温データに量子化(-10 ℃～40 ℃を 40

段階) を行い, 各センサ i における量子化レベル j の

図 26 開発した情報集約（ＧＷ）装置 

図 27 開発した情報集約（ＧＷ）装置のコントロール

パネル

図 25 開発したセンサ端末 図 28 実験環境（Halow と LoRa） 
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出現頻度から確率分布 Pi,j を算出 

2. 2 パケット衝突確率を目的関数とした数理最適化に

基づき, 焼きなまし法を用いて最適マッピング xi,j,k

を設計

3. 設計したマッピングを翌年同月に適用し月次更新

図 30 に提案手法のフロー図を示す。

各月の通信成功率を図 31 に示す。既存法としてランダ

ムなマッピングテーブルを用いた場合（ランダムマッピン

グ）に比較して、提案法（前年同月データで最適化した結

果）が優れたパケット到着率を達成している。特に、7 月,

8 月ではランダムマッピングと比較して 4.5%以上の改善

を示した.提案法は、理想的に情報集約対象月の統計デー

タを既知とした場合（当該月の実データで最適化した結果）

と多くの月で同等の結果が得られており、適切なマッピン

グ設計が可能であることが分かる。

３３．．今今後後のの研研究究成成果果のの展展開開  
高度ワイヤレスセンサネットワークにおける高度化セ

ンシング機能やリソース割り当てについては、既存の

LPWAN のモジュールを利用した実装まで完了しているた

め、早期の実用化が期待される。しかし、実用化に向けた

課題として、環境認識のため端末側の稼働時間が拡大し、

電力消費の拡大に伴う短寿命化がある。電力消費を削減す

るためには、端末の駆動の一時停止であるスリープ機能が

必要となる。スリープ機能との連携を意識するため、環境

を認識とスリープを取り入れた時間スケジュールを確立

する必要がある。スリープの導入の結果、環境変化に対す

る時間的な追従性の低下、加えて、面的に広がる端末の空

間粒度が粗くなることが懸念される。そのため、環境変化

の速さに応じたスケジュール設計が必要であり、切り替わ

りが生じる動的な環境変化に対しては、スケジュールも動

的設計となるため、その具体化が必須の課題としてあり、

現在も検討を進めている。 

 一方、LPWA の LoRa 変調における分数拡散率（フラクシ

ョナル SF）については、信号フォーマットの変更が必要

になるため、モジュールの開発が必要になる。よって、半

導体メーカとの共同開発に加えて、海外展開を意識した、 

世界的な通信規格の標準化を進める必要がある。その実現

には、通信フォーマットの形成方法、同期補足用のパイロ

ット信号構成など、精密な規格設計が必要となる。その設

計には、想定される利用シーンを包括できるように、評価

検証を続ける必要があり、継続的に実施している。 

 高度ワイヤレスセンサネットワークでは、無線環境状況

を高度に把握することで、自律的な無線アクセスを適切に

切り替えることにより、パケット衝突の抑制することでパ

ケット到着率の改善を実現した。既存技術であるキャリア

センスによるパケット発信の有無のみを認識した無線ア

クセス制御は、センサネットワーク以外にも WiFi などで

用いられている。そこで、本研究課題で確立した多角的な

無線環境認識結果を活用し、WiFi を例にアクセス制御に

取り入れる検証も進めている。このように他の無線通信規

格への応用についても積極的にその可能性を追求するよ

うに検証を継続的に進めている。

４４．．むむすすびび  

  本研究課題では、チャネルの混雑度やセンシング性能な

どの無線環境情報をセンサ間で共有し、各センサが無線環

境を把握して適切な周波数資源を利用する、「高度無線環

境情報共有型無線センサネットワーク」を確立した。無線

環境として、端末相互のキャリアセンシング検知性能を把

握するため、アクセス制御の結果から検知性能を把握する

図 29 塩尻市内に配備した LPWAN システム

(a) 集約局及びセンサ端末の概観

(b) 河川（鋳物師川）沿いの集約局とセンサ端末配置

図 30 提案 PLIM のマッピング設計法 

図 31 各月におけるパケット到着率 
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インプリシットな環境認識法を確立した。また、受信電解

強度（RSSI）を利用したキャリアセンシング検知性能を端

末が把握し、それをパケットレベルインデックス変調

（PLIM）によるオーバヘッドが生じない通知方法で情報集

約局に通知し、無線環境を認識する方法を確立した。無線

環境認識結果を利用し、時間或いは周波数のリソースを適

切に割り当てることで、キャリアセンシング検知不全に伴

うパケット衝突を生じる隠れ端末を回避しながら、データ

到着率を向上するリソース最適設計を進め、端末の収容台

数を大幅に拡大することを実現した。また、LPWAN で用い

られる、チャープ変調方式における拡散率を柔軟に切り替

えることができるフラクショナル SF 法を確立し、同時ア

クセス可能な端末数の拡大をソフトウェア無線機による

実機実験により実証した。また、920MHz 帯 LPWA と周波数

を共用する WiFi Halow との共用を想定した、他システム

との周波数共用の検証を進め、WiFi Halow への与干渉及

び、信号検知性能を物理的な距離でモデル形成し、共用可

能な LPWA 無線端末を特定する方法を確立した。さらに、

Wifi Halow の信号を検知するプロトコルを実装し、Halow

のアクセスに応じた送信機会を切り替える方法を確立し、

他システムとの周波数共用が促進できる可能性を明らか

にした。

 これらの結果に基づき、将来的な実装の展開、他の技術

への移転についても引き続き検証を進めており、本課題の

早期実用化及び更なる無線通信システムの高度化と周波

数利用効率を向上するアクセス制御方法の確立を引き続

き進めていく。 
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概概要要  

本研究では、ミリ波帯無線電力伝送型中継器を研究開発することで、あらゆる場所に設置可能なミリ波帯中継器の実現

を目指した。独自に開発したシリコン CMOS で製造したトランシーバ IC とアンテナ素子をそれぞれ接続し、256 素子

フェーズドアレイ無線機を作成した。本無線機は、最終目標として設定した±45°のビームフォーミング性能や、128mW
の無線電力伝送による直流生成電力を大幅に上回る性能を達成した。また、実際に 28GHz 帯のミリ波 5G の信号を用い

て通信性能の測定評価を行い、256QAM までの高精度な無線通信に成功した。

AAbbssttrraacctt  
In this study, we aimed to realize millimeter-wave relay transceivers that can be installed in any location by 

researching and developing a wireless power transfer type relay system. We fabricated a 256-element phased-array 
transceiver by integrating antenna elements with a custom-developed transceiver IC manufactured using Si CMOS 
technology. The developed transceiver achieved performance levels that significantly exceeded our final targets, 
including a beamforming range of ±45° and a DC power generation of 128 mW via wireless power transfer. 
Furthermore, we evaluated the communication performance using actual 28 GHz band 5GNR signals and 
successfully demonstrated high-precision wireless communication up to 256QAM. 

１１．．ままええががきき
  本研究の目的は、あらゆる場所に配置可能なミリ波帯中

継器を実現することで、ミリ波帯通信エリアを拡大し、

我々の生活にミリ波帯高速通信を浸透させることである。

昨今、サービスが開始された 5G 移動体通信では、従来の

サブ 6GHz 帯に加え、ミリ波 28GHz 帯を用いた高速通信が

提供されている。ミリ波帯を用いることで、10Gbps を超

える高速通信が可能となる。しかし、現状では、ミリ波帯

5G 対応の携帯端末を持っていたとしても、ミリ波帯の高

速通信の恩恵にあずかることができるエリアは非常に限

られている。

ミリ波帯通信のエリア拡大の課題となっているのが、基

地局や中継器の設置場所の確保や、設置コストである。ミ

リ波帯通信では、電波の直進性が強く、遮蔽物等により通

信エリアが狭まってしまう。そのため、サブ 6GHz 帯と比

較して、より密度の高い、きめ細やかな基地局、中継器の

設置が必要である。しかし、比較的小型のフェムトセル基

地局や中継器の設置でも、光ファイバネットワークの接続

や電源の引き回しが必要であり、設置場所が限られ、設置

コストも増大してしまう。

これまでも、光ファイバや電源を必要とせず設置が容易

な中継技術として、メタマテリアルを用いた反射板が研究

されている。反射方向を変えることで基地局から見通せな

い範囲にも電波を届けることができるが、パッシブ型の中

継であるため信号を増幅することができない。また、屋外

から屋内といった壁やガラスなどの遮蔽物を通過させて、

電波を中継する用途には用いることができない。 

本研究では、ミリ波帯無線電力伝送型中継器を研究開発

することで、光ファイバや電源を必要とせずあらゆる場所

に設置可能な、信号増幅機能を持つ中継器を実現する(図

1)。本中継器は、従来のアクティブ型の中継器が備えるビ

ームフォーミング機能および信号増幅機能を持ちながら

電源不要で動作可能である。無線電力伝送（WPT）と中継

器を融合させることで、中継器を動作させるための電力生

成だけでなく、電力を消費することなくミリ波帯通信信号

を中間周波数（IF）に変換し、ビームフォーミングや信号

増幅に必要な消費電力を大幅に低減できる。さらに比較的

低い中間周波数帯で低損失に信号を伝送できるため、ガラ

スや壁といった遮蔽物をケーブルで通過・迂回させるよう

な中継器の使い方も可能となる。

２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果
(1) 最終目標

本研究の最終目標は、ミリ波帯無線電力伝送型中継器を

実現することである。具体的な目標として、下記を設定し

た。

 通信周波数は、現在ミリ波帯 5G で利用されている

26.5GHz から 29.5GHz に対応

 1 キャリアあたりの帯域幅は 400MHz
 中継器を構成する 256 素子フェーズドアレイを作成

し、OTA（Over The Air）測定評価を行い、±45°
のビームフォーミング機能を実現

 無線電力伝送について、256 素子全体で 128mW の

直流電力を生成

図図  11  本本研研究究のの無無線線電電力力伝伝送送型型中中継継器器のの概概要要  
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 2 つの 256 素子フェーズドアレイ無線機をケーブル

接続し、中継器を構成

 そのうえで無線電力伝送の生成電力を用いて、双方

向アンプおよび制御用マイコンの動作を実現

 中継器の OTA 測定評価を行い、ミリ波帯 5G 信号を

用いてダウンリンクおよびアップリンクの回線設計

を模擬した条件で-31dB 以下の EVM を達成

(2) 無線電力伝送型中継器の構成

中継器全体は、主要な回路ブロックである整流器型ミキ

サ、移相器、双方向アンプで構成される。整流器型ミキサ

は、2 つの機能を持ち、無線通信においては 28GHz の周

波数を 4GHz の中間周波数へと RF-IF 変換し、無線電力

伝送においては 24GHz の信号から直流電力を取り出す

RF-DC 変換を行う。移相器は、中継器のビームフォーミ

ング機能の実現に必須のブロックであり、360°の位相変

化レンジを、3bit の分解能、すなわち 45°の位相分解能

で変化させることで、サイドローブのレベルをメインロー

ブに対して 10dB 以下まで下げることを目指した。また、

移相器は電力を消費しないパッシブ型を採用した。双方向

アンプは、中間周波数に変換された通信信号の増幅を、ダ

ウンリンクおよびアップリンクのどちらの方向に対して

も行う。また、全体の消費電力目標より、1 つの双方向ア

ンプの消費電力は 32mW 以下を目指して開発を行った。

(3) 研究成果 1 市販デバイスを用いた 256 素子無線電力

伝送型中継器

図 2 に GaAs ダイオードをはじめとする市販のディス

クリート部品を用いて、大規模・大電力化を目指した 256
素子 WPT 型中継器の構成を示す。本中継器では、市販の

デバイスを用いることで、比較的容易に構成が可能であり、

また大電力の出力を可能としている。一つのアンテナに対

して一つの GaAs ダイオードを接続し、整流および周波数

変換動作を行う。また整流器の後段に 1bit の移相器を設

けることで、ビームフォーミングも可能としている。本中

継器では、アンテナピッチが5.3mmとなっており、5.3mm
角に、多くの部品を持つ高分解能の移相器を実現するのは

困難である。しかし、本中継器は 256 素子と素子数が多い

ため、各素子の 1bit の粗い位相制御による誤差が全体と

して平均化され、結果としてある程度のビームフォーミン

グを実現可能である。

図 3 に、1 系統分の詳細な回路図を示し、WPT および

ミリ波 5G 信号の流れを示す。ダイオードと伝送線路で整

流器が構成されており、半端整流で直流電力を生成しなが

ら、ダイオードミキサとしても動作し、受信時には、

28GHz の 5G 信号と 24GHz の WPT 信号を乗算すること

で、4GHz 帯まで周波数変換を行う。送信時は、4GHz 帯

の IF 信号と WPT 信号がダイオードのアノードおよびカ

ソードそれぞれに入力されて、同様に乗算され、28GHz 帯

まで周波数アップコンバージョンが行われる。伝送線路の

TL1 および TL2 は、それぞれ 24GHz および 4GHz 帯に

おいて 1/4 波長となるように設計し、各周波数において

RFC(Radio Frequency Choke coil)としてふるまう。180
度の 1bit 移相器は、バランと DPDT(Double Pole Double 
Throw)スイッチで構成し、差動信号の正負を入れ替える

ことで位相を反転させている。
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図 4 に示すような 256 素子のアレイアンテナを持つ

WPT 型中継器を作成した。基板は Megtron6 材を用いて、

GaAs ダイオード等、市販のディスクリート部品を実装し

ている。アンテナは、スロットを入れることで広帯域化を

実現している。本中継器を OTA 環境で測定評価を行い、

WPT の特性では、1 素子あたり 54%の電力変換効率を達

成し、入力電力 3dBm のとき 128 素子の整流器の合計電

力は 56mW であった（図 5）。さらに大きな WPT 電力を

256 素子全体に入力できれば、1W 以上の出力電力が生成

可能である。これは、高出力かつ高機能な中継器として動

作させたときにも十分な生成電力である。また 5GNR の

信号を用いて、EVM(Error Vector Magnitude)の測定を行

い、送受共に 64QAM まで通信が可能であることを確認し

た。

(4) 研究成果 2 カスタム開発した CMOS チップを用いた

256 素子無線電力伝送型中継器

 前述した研究成果 1 では、市販品のデバイスを用いたた

め、比較的容易に無線機を構成することができたが、ディ

スクリート部品を用いているため、集積度を上げることが

できず、性能・機能の面で、最終目標を満たすことができ

ない部分があった。そこで、Si CMOS プロセスを用いてカ

スタム IC を作成し、最終目標の中継器を実現した。

執筆時点で、本研究成果は未発表[査読付き口頭発表論

文 1]であり Prepublicationポリシーの関係で詳細な結果

を示すことができないが、最終目標を達成していることを

確認した。中継器を構成する 256 素子フェーズドアレイを

作成し、OTA 測定評価を行い、±45°を大きく上回るビー

ムフォーミング性能を達成した。また、無線電力伝送につ

いて、256 素子全体で 128mW を大きく上回る直流電力を生

成することに成功した。2 つの 256 素子フェーズドアレイ

無線機をケーブル接続し、中継器を構成し、そのうえで無

線電力伝送の生成電力を用いて、双方向アンプおよび制御

用マイコンの動作を実現した。中継器の OTA 測定評価を行

い、ミリ波帯 5G 信号を用いてダウンリンクおよびアップ

リンクの回線設計を模擬した条件で目標の-31dB 以下の

EVM を達成した。

３３．．今今後後のの研研究究成成果果のの展展開開  
本研究開発の成果である無線電力伝送型中継器は、今後、

実際にフィールド実証実験を行い実用化に向けて開発を

行っていく。本中継器の社会実装の 1 つの形として、ミリ

波帯を用いた固定無線アクセス（FWA）サービスを各キャ

リアやベンダーと連携して提供していくことを想定して

いる。FWA サービスを契約している商業施設、あるいは住

宅においては、ミリ波帯の高速通信にアクセス可能となる。

商業施設においては、すでに無線 LAN が利用可能である

が、多くの場合快適な通信速度を提供できているとは言い

難い。また、日本においては光ファイバを住宅に引いてく

ることは、現状困難ではないが、住宅の密度が高くない地

域や、過疎化が進む地域では、無線でネットワークをつな

ぐほうが低コストとなる。さらに、無線電力伝送によって、

中継器だけではなく身の回りの比較的消費電力の低い電

化製品への電力供給を可能にすることで、我々の生活をよ

り豊かにする無線通信および無線電力サービスの提供を

実現する。

 また、これまでに数多くの無線電力伝送型中継器の研究

開発を行っており、技術的な展開という点でも、多くの可

能性を有している(図 6)。本研究では、24GHz 帯の無線電

力伝送と 28GHz 帯の 5G ミリ波通信を想定していたが、無

線電力伝送を 5.7GHz にすることで、より長距離かつ大電

力を送ることが可能となる。また、通信周波数を D-band

を用いることで、より高速な無線通信を実現することが可

能である。 

４４．．むむすすびび  

  無線電力伝送型のミリ波帯中継器の研究開発を行い、実

際に 256 素子のフェーズドアレイで構成される中継器の

試作評価を行った。本研究で開発した技術を利用すること

RF
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図図  44  試試作作ししたた 225566 素素子子無無線線電電力力伝伝送送型型中中継継器器  
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で、光ファイバや電源を必要とせずあらゆる場所に設置可

能なミリ波中継器が実現可能である。本研究成果を実社会

に展開していくことで、ミリ波通信のカバレッジ拡大、逼

迫する周波数資源の有効利用に貢献することが期待され

る。
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概概要要
本研究は、マイクロ波無線電力伝送（MWPT）における人体ばく露および既存無線システムへの干渉を同時に回避しつ

つ高効率給電を実現する、ビームフォーミング方式を提案し、5.7 GHz・32 素子アレーを用いて実験的に検証した。提案

法は、MWPT システム自身を用いた人体・無線局・受電器チャネルの推定、IR (Information Receiver) に対するヌルス

テアリング、受電電力対人体ばく露電力比の最大化に基づく最適重み計算を特徴とする。ファントムおよび通信システム

を含む実環境評価により、提案法は従来法に比べて 20-40 dB 以上の干渉抑圧を達成しつつ給電効率を維持し、通信 BER
(Bit-Error-Rate) も最小となることを確認した。これにより、MWPT の安全性と高効率化を両立する有効な手法である

ことを示した。

AAbbssttrraacctt  
This study proposes a beamforming method for Microwave Wireless Power Transfer (MWPT) that achieves high-
efficiency power transmission while simultaneously mitigating human exposure and interference with existing 
wireless systems. The proposed method was experimentally validated using a 32-element array operating at 5.7 GHz. 
Its key features include channel estimation for human bodies, wireless stations, and power receivers using the MWPT 
system itself, null steering toward information receivers (IRs), and an optimization of antenna weights based on 
maximizing the ratio of received power to human exposure power. Real-world evaluations involving a phantom and 
a communication system confirmed that the proposed method achieves interference suppression of over 20-40 dB 
compared to conventional methods while maintaining power transfer efficiency and minimizing the communication 
Bit Error Rate (BER). These results demonstrate that the proposed approach is an effective solution for ensuring 
both the safety and high efficiency of MWPT systems.  

１１．．ままええががきき
マイクロ波無線電力伝送（Microwave Wireless Power

Transfer: MWPT）は、アレーアンテナによるビームフォ

ーミング技術を用いて、離れた位置に存在するデバイスへ

非接触で電力を供給できる手法として注目されている。特

に、IoT 機器の普及に伴う電池交換や配線の負担を軽減す

る基盤技術として、近年、研究開発および社会実装に向け

た取り組みが加速している［1–4］。我が国においても、

920 MHz 帯、2.4 GHz 帯および 5.7 GHz 帯を対象とした

制度整備が進められ、実利用に向けた環境が整いつつある

［5、6］。 
一方で、MWPT は通信システムと比較して送信電力が

大きく、既存無線システムへの与干渉や人体への電波照射

といった課題が顕在化している。特に GHz 帯を用いる空

間伝送型 MWPT では、人体防護指針に定められた電波防

護基準を満足しつつ、高効率な給電を実現することが社会

実装の前提条件となる［7–13］。このため、MWPT におけ

る電磁界制御と安全性確保の両立は、国際的にも重要な研

究課題として位置付けられている。

これらの課題に対し、複数の送電局を用いる分散型

MWPT や、送電電力・動作制御に基づく安全確保手法が

提案されてきた［14–22］。しかし、これらの手法は比較的

低電力用途に限定される場合が多く、高効率な給電が可能

なビームフォーミング型MWPTにおける安全性確保は依

然として課題が残されている［23–28］。特に、人体や他の

無線局の位置情報に基づく幾何情報依存型ビームフォー

ミング手法では、多重伝搬環境やアレー誤差の影響により、

実環境での性能劣化が指摘されている［32–37］。
このような背景のもと、著者らは、MWPT システム自

体を用いて人体のバイタル動作に起因するマイクロドッ

プラ成分を検出し、送電アレーと人体との間の等価チャネ

ルを推定する無線ヒトセンシング技術に着目した［38–
45］。さらに、給電対象である受電器チャネルと人体チャ

ネルの両方を統合的に扱い、人体への照射電力を抑圧しつ

つ受電電力を最大化する「人共存型エネルギービームフォ

ーミング（Human-Aware Energy Beamforming）」を提

案している［38］。本方式は、チャネル情報に基づく解析

的な最適解を有し、多重伝搬やアレー誤差を内包した実環

境においても高い実効性を有する点に特徴がある。

本研究開発（SCOPE）では、上記の理論的検討に基づ

き、5.7 GHz 帯 MWPT システムの構築および実伝送実験

を通じて、人体および既存無線局への電力照射を抑圧しな

がら高効率な給電を実現する手法の有効性を検証した。本

成果報告書では、提案方式の原理、試作システム構成、な

らびに実環境下における評価結果を通じて、本研究の成果

と今後の展望について報告する。

２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果



図 1 に提案するマイクロ波無線電力伝送装置の概念図

を示す。無線電力伝送装置は、センサ (SEN: SENsor) と
送電機 (ET: Energy Transmitter) により人体及び既存

無線システム (IR: Information Receiver) 、受電器 (ER: 
Energy Receiver) それぞれを自動で検出し、ビームフォ

ーミング (BF: BeamForming) により人体と IRを回避し

つつ ER へ送電を行う。 
まず、IR への干渉回避を保証しつつ、人体への電波ば

く露の回避と ER への高効率給電を両立するビームフォ

ーミング法について説明する。次に本研究開発において製

作した無線電力伝送装置について説明する。最後に無線電

力伝送装置を用いた実伝送実験の結果について報告する。 

２２．．１１  提提案案ビビーームムフフォォーーミミンンググ法法
提案 BF 法は送受共用の ET と送信専用の SEN の 2 つ

が協調動作するシステムを想定する。

本手法は

(i) 人体、IR、ER チャネルの取得

(ii) 最適ビームフォーミングウェイトの算出

の 2 つのステップからなる。第一に、人体、IR、ER そ

れぞれのチャネルの取得方法について説明する。

(i)人体、IR、ER チャネルの取得

・人体チャネルの取得

図 2(a)に人体チャネル推定の概念図を示す。人体チャネ

ル推定は、SEN を送信局とし、𝑁𝑁ET素子からなる ET を受

信局としてバイスタティック SIMO (Single-Input
Multiple-Output) レーダを構築し、パイロット信号に対

する人体の反射信号に基づき行う。まず、無人環境下での

ET の受信信号𝑦𝑦DC ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1は、SEN からの微弱な既知パ

イロット信号を𝑠𝑠h ∊ ℂ、SEN-ET 間の直接波を含む環境の

静的なチャネルをℎDC ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1とすると、 
𝑦𝑦DC = ℎDC𝑠𝑠h

と表される。次に有人環境下での受信信号𝑦𝑦hは人体チャネ

ルを𝑓𝑓 ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1 とすると、

𝑦𝑦h = (𝑓𝑓 + ℎDC)𝑠𝑠h
と表され、人体チャネル𝑓𝑓は、 

𝑓𝑓 = 𝑦𝑦h − 𝑦𝑦DC
𝑠𝑠h

と求められる。

・・IIRR チチャャネネルルのの取取得得
図 2(b)に IR チャネル取得の概念図を示す。IR を送信

局、𝑁𝑁ET素子からなる ET を受信局として、送信局からの

プリアンブル信号に基づき IR のチャネルを取得する。 
ET の受信信号𝑦𝑦p ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1は IR からの既知プリアンブ

ル信号を𝑠𝑠p ∊ ℂ、IR-ET 間のチャネルをℎ ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1 とする

と、

𝑦𝑦p = ℎ𝑠𝑠p
と表され、IR チャネルℎ は、 

ℎ =
𝑦𝑦p
𝑠𝑠p

と求められる。

・・EERR チチャャネネルルのの推推定定
図 2(c)に ER チャネル取得の概念図を示す。SEN を送

信局として、𝑁𝑁ET素子からなる ET を受信局としてバイス

タティック SIMO レーダを構築し、ER の入射電力に対す

る非線形な反射応答を利用して、ERチャネル推定を行う。 
SEN から強度の異なる 2 値のパイロット信号を送信す

るとき、ER に備わるダイオードが入射電力に対して非線

形な反射応答をするため、擬似的に 2 値で変調された後方

散乱波が生じる。ここで、強弱信号𝑠𝑠H、𝑠𝑠L ∊ ℂに対する ER
の反射係数をΓH、ΓL ∊ ℂとする。このとき、ET の受信信

号𝑦𝑦H、𝑦𝑦L ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1は、 
𝑦𝑦H = (𝑔𝑔ΓHℎR,S + ℎDC)𝑠𝑠H
𝑦𝑦L = (𝑔𝑔ΓLℎR,S + ℎDC)𝑠𝑠L

と表せる。なお、𝑔𝑔 ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1 及び ℎR,S ∊ ℂはそれぞれ、ER-
ET 及び SEN-ER 間のチャネルである。ここで、各受信信

号の第 1 項は ER からの後方散乱波成分、第 2 項は SEN-
ET 間の自己干渉成分を表す。ER-ET チャネル𝑔𝑔の推定に

は後方散乱波成分のみを抽出する必要がある。このとき、

送信電力に対して自己干渉成分は線形に変化するのに対

して後方散乱波成分は非線形に変化する。そのため、受信

信号を送信信号比でスケーリングし、減算することで、

𝑔̂𝑔  = 𝑦𝑦H − 𝑦𝑦H
𝑠𝑠H
𝑠𝑠L

 

∝ 𝑐𝑐𝑐𝑐
が得られ、後方散乱波成分を抽出することができる。ここ

で、𝑐𝑐 ∊ ℂは複素係数である。抽出された信号𝑔̂𝑔 ∊ ℂ𝑁𝑁ET×1は
ER-ET チャネル𝑔𝑔と等価となるため、これに基づき BF を

行うことで、高効率給電が期待できる。

((iiii)) 最最適適ビビーームムフフォォーーミミンンググウウェェイイトトのの算算出出
第二に、IR への干渉回避を保証しつつ、人体への電波

ばく露の回避と ER への高効率給電を両立する最適ビー

ムフォーミングウェイトの算出について説明する。

図図 各各種種チチャャネネルルのの取取得得
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概概要要
本研究は、マイクロ波無線電力伝送（MWPT）における人体ばく露および既存無線システムへの干渉を同時に回避しつ

つ高効率給電を実現する、ビームフォーミング方式を提案し、5.7 GHz・32 素子アレーを用いて実験的に検証した。提案

法は、MWPT システム自身を用いた人体・無線局・受電器チャネルの推定、IR (Information Receiver) に対するヌルス

テアリング、受電電力対人体ばく露電力比の最大化に基づく最適重み計算を特徴とする。ファントムおよび通信システム

を含む実環境評価により、提案法は従来法に比べて 20-40 dB 以上の干渉抑圧を達成しつつ給電効率を維持し、通信 BER 
(Bit-Error-Rate) も最小となることを確認した。これにより、MWPT の安全性と高効率化を両立する有効な手法である

ことを示した。

AAbbssttrraacctt
This study proposes a beamforming method for Microwave Wireless Power Transfer (MWPT) that achieves high-
efficiency power transmission while simultaneously mitigating human exposure and interference with existing
wireless systems. The proposed method was experimentally validated using a 32-element array operating at 5.7 GHz.
Its key features include channel estimation for human bodies, wireless stations, and power receivers using the MWPT 
system itself, null steering toward information receivers (IRs), and an optimization of antenna weights based on
maximizing the ratio of received power to human exposure power. Real-world evaluations involving a phantom and
a communication system confirmed that the proposed method achieves interference suppression of over 20-40 dB 
compared to conventional methods while maintaining power transfer efficiency and minimizing the communication
Bit Error Rate (BER). These results demonstrate that the proposed approach is an effective solution for ensuring
both the safety and high efficiency of MWPT systems.

１１．．ままええががきき
マイクロ波無線電力伝送（Microwave Wireless Power

Transfer: MWPT）は、アレーアンテナによるビームフォ

ーミング技術を用いて、離れた位置に存在するデバイスへ

非接触で電力を供給できる手法として注目されている。特

に、IoT 機器の普及に伴う電池交換や配線の負担を軽減す

る基盤技術として、近年、研究開発および社会実装に向け

た取り組みが加速している［1–4］。我が国においても、

920 MHz 帯、2.4 GHz 帯および 5.7 GHz 帯を対象とした

制度整備が進められ、実利用に向けた環境が整いつつある

［5、6］。
一方で、MWPT は通信システムと比較して送信電力が

大きく、既存無線システムへの与干渉や人体への電波照射

といった課題が顕在化している。特に GHz 帯を用いる空

間伝送型 MWPT では、人体防護指針に定められた電波防

護基準を満足しつつ、高効率な給電を実現することが社会

実装の前提条件となる［7–13］。このため、MWPT におけ

る電磁界制御と安全性確保の両立は、国際的にも重要な研

究課題として位置付けられている。

これらの課題に対し、複数の送電局を用いる分散型

MWPT や、送電電力・動作制御に基づく安全確保手法が

提案されてきた［14–22］。しかし、これらの手法は比較的

低電力用途に限定される場合が多く、高効率な給電が可能

なビームフォーミング型MWPTにおける安全性確保は依

然として課題が残されている［23–28］。特に、人体や他の

無線局の位置情報に基づく幾何情報依存型ビームフォー

ミング手法では、多重伝搬環境やアレー誤差の影響により、

実環境での性能劣化が指摘されている［32–37］。
このような背景のもと、著者らは、MWPT システム自

体を用いて人体のバイタル動作に起因するマイクロドッ

プラ成分を検出し、送電アレーと人体との間の等価チャネ

ルを推定する無線ヒトセンシング技術に着目した［38–
45］。さらに、給電対象である受電器チャネルと人体チャ

ネルの両方を統合的に扱い、人体への照射電力を抑圧しつ

つ受電電力を最大化する「人共存型エネルギービームフォ

ーミング（Human-Aware Energy Beamforming）」を提

案している［38］。本方式は、チャネル情報に基づく解析

的な最適解を有し、多重伝搬やアレー誤差を内包した実環

境においても高い実効性を有する点に特徴がある。

本研究開発（SCOPE）では、上記の理論的検討に基づ

き、5.7 GHz 帯 MWPT システムの構築および実伝送実験

を通じて、人体および既存無線局への電力照射を抑圧しな

がら高効率な給電を実現する手法の有効性を検証した。本

成果報告書では、提案方式の原理、試作システム構成、な

らびに実環境下における評価結果を通じて、本研究の成果

と今後の展望について報告する。

２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果



・IR に対するヌルステアリング

図 3 に IR に対するヌルステアリングの概念図を示す。

推定した IR チャネルの全空間から雑音空間を抽出するこ

とで、IR に対してヌルステアリングを行う。 
IRチャネルℎの相関行列𝑅𝑅 = ℎHℎを固有値分解すること

で、

𝑅𝑅 = 𝑉𝑉Λ𝑉𝑉H

を得る。ただし、⋅H は行列の複素共役転置を表す。ここで

Λ ∈  ℝ𝑁𝑁ET×𝑁𝑁ET と 𝑉𝑉 ∈  ℂ𝑁𝑁ET×𝑁𝑁ET は、それぞれ固有値を対

角要素に持つ対角行列、固有ベクトルから成るユニタリ行

列を示す。IR が単一であるため、𝑉𝑉のうち、最大固有値に

対応する固有ベクトルは、IR の信号空間に対応する。一

方、これより下位の固有値に対応する固有ベクトル𝑉̃𝑉  ∈
 ℂ𝑁𝑁ET×(𝑁𝑁ET−1)は、雑音空間に対応する。ET に適用する BF
ウェイト𝑤𝑤は、𝑤̃𝑤  ∈  ℂ𝑁𝑁ET−1の重み付けに基づく、雑音空間

に対応する固有ベクトル𝑉̃𝑉 の一次結合 𝑤𝑤 = 𝑉̃𝑉 𝑤̃𝑤 として

定義することで、IR に対しヌルステアリングをしつつ、

任意の BF を可能とする。

・・受受電電電電力力対対人人体体ばばくく露露電電力力比比のの最最大大化化
図 4 に示すように、IR へヌルステアリングをしつつ、

人体への電波ばく露の回避と ER への高効率給電を両立

するために、受電電力対人体ばく露電力を最大化する𝑤̃𝑤を

求める。ここで、受電電力を𝑃𝑃R、人体ばく露電力を𝑃𝑃Hとす

ると、

𝑃𝑃R = Tr(𝑤𝑤𝑤𝑤H𝑔𝑔H𝑔𝑔) = 𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑔𝑔H𝑔𝑔𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤
𝑃𝑃H ∝ Tr(𝑤𝑤𝑤𝑤H𝑓𝑓H𝑓𝑓) = 𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑓𝑓H𝑓𝑓𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤

と表されるため、電力比𝜂𝜂は 

𝜂𝜂 = 𝑃𝑃R
𝑃𝑃H

∝ 𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑔𝑔H𝑔𝑔𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤
𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑓𝑓H𝑓𝑓𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤

となる。受電電力𝑃𝑃Rの向上と人体ばく露電力𝑃𝑃Hの低減を

両立する最適 BF ウェイト𝑤̃𝑤⋆は、𝑤̃𝑤を決定変数とした一般

化レイリー商である電力比𝜂𝜂の最大化問題を解くことで導

出可能となる。

推定した人体チャネルの相関行列𝑓𝑓H𝑓𝑓を固有値分解し、 
𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑓𝑓H𝑓𝑓𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤 = 𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑉𝑉HΛH𝑉𝑉H

H𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤
= 𝑥𝑥H𝑥𝑥

と変形する。ここで、 𝑉𝑉H ∈  ℂ(𝑁𝑁ET−1)×(𝑁𝑁ET−1) 、  ΛH ∈
 ℝ(𝑁𝑁ET−1)×(𝑁𝑁ET−1)はそれぞれ固有ベクトルから成るユニタ

リ行列、固有値を対角要素に持つ対角行列を示す。ここで

新たに

𝑥𝑥 = ΛH

1
2 𝑉𝑉H

H𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤
と定義する。𝑓𝑓H𝑓𝑓はエルミート行列であり、正定値である

ため

𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤 = 𝑉𝑉HΛH
−1

2𝑥𝑥
となるので、電力比𝜂𝜂は 

𝜂𝜂 ∝ 𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑔𝑔H𝑔𝑔𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤
𝑤̃𝑤H𝑉̃𝑉H𝑓𝑓H𝑓𝑓𝑉̃𝑉𝑤̃𝑤 =

𝑥𝑥HΛH
−1

2𝑉𝑉H
H𝑔𝑔H𝑔𝑔𝑉𝑉HΛH

−1
2𝑥𝑥

𝑥𝑥H𝑥𝑥 = 𝑥𝑥H𝑅𝑅′𝑥𝑥
𝑥𝑥H𝑥𝑥

と式変形が可能である。𝑥𝑥はそのノルムで規格化されるた

め、|𝑥𝑥|の大きさ自体は電力比𝜂𝜂に影響しない。したがって、

電力比𝜂𝜂を最大化するためには、𝑥𝑥を行列𝑅𝑅′の最大固有値に

対応する固有ベクトル𝑥𝑥maxとすればいい。すなわち、 
𝑅𝑅′ = 𝑉𝑉′Λ′𝑉𝑉′H

𝑉𝑉′ = [𝑣𝑣1
′ , ⋯ , 𝑣𝑣𝑁𝑁ET−1

′ ]
Λ′ = diag[𝜆𝜆1

′ , ⋯ , 𝜆𝜆𝑁𝑁ET−1
′ ] (ただし，𝜆𝜆1

′ ≥ ⋯ ≥ 𝜆𝜆𝑁𝑁ET−1
′ )

とした場合に、𝑥𝑥 = 𝑣𝑣1
′とすれば良い。しかし、この𝑥𝑥はウ

ェイトのノルムが担保されないため、

𝑤̃𝑤⋆ =
𝑉𝑉HΛH

−1
2𝑥𝑥max

‖𝑉𝑉HΛH
−1

2𝑥𝑥max‖
2

のように規格化する。ここで‖⋅‖2はベクトルのユークリッ

ドノルムを表す。

上記のように算出された最適ウェイト𝑤̃𝑤⋆を𝑤𝑤 = 𝑉̃𝑉 𝑤̃𝑤に

代入することで、干渉回避を保証しつつ人体ばく露回避と

高効率給電を両立する最適 BF ウェイト𝑤𝑤⋆が求められる。 
受電電力最大化と干渉抑圧を同時に達成するためには、

振幅および位相を自由に制御可能なビームフォーミング

が必要となる。しかしながら、本研究では、送信機の高効

率化および実装容易性を考慮し、各アンテナ素子の振幅を

等振幅に制約した位相制御型ビームフォーミングを採用
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した。この等振幅制約により、問題は非凸最適化問題とな

るが、人体および IR の回避を目的とした最適化問題とし

て定式化することができる。

２２．．２２  開開発発ししたた無無線線電電力力伝伝送送装装置置
本研究開発では、32 素子アレーによる無線電力伝送を

実現するための送信装置を製作した。図 5～図 7 に、製作

した装置の外観を示す。本装置は、

・600 MHz-6 GHz 32ch アップコンバータ

・5.75 GHz 32ch バンドパスフィルター

・5.75 GHz 32ch パワーアンプアレー

から構成されており、32 チャネルの送信系を有する。 
パワーアンプアレーは、各系統において最大増幅率

55.8 dB、最大 RF 出力電力 37 dBm を実現しており、32
系統動作時には最大 RF 出力 52 dBm に相当する送信電

力が得られる。この出力は、総務省が示す 5.75 GHz 帯に

おける空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの共用検

討パラメータである空中線電力 45.0 dBm に到達可能な

電力水準である。

また、本研究では、32 素子半波長間隔リニアパッチア

レーアンテナを製作した。各アンテナ素子の空中線利得を

6 dBi と想定すると、アレー全体の利得は約 21 dBi とな

り、共用検討パラメータである空中線利得 25.0 dBi を満

たしつつ、高出力パワーアンプと組み合わせることで、等

価 等 方 輻 射 電 力 （ EIRP: Equivalent Isotropically 
Radiated Power）70 dBm に到達可能である。 

図 8 は本装置の評価環境である。本装置は、高精度なビ

ームフォーミング制御と高出力無線電力伝送を両立し、人

体ばく露の回避および IR への干渉回避を実現するための

実験プラットフォームとして、本研究における各種評価に

用いた。ここで，表１は本装置の詳細な諸元である。

２２．．３３  無無線線電電力力伝伝送送・・無無線線通通信信実実験験

本システムは、図 9 に示すように、ベースバンド信号発

生装置を用いた WPT 送信系、WPT 受信系、および通信

系から構成される。WPT 送信系は、ベースバンド信号を

アップコンバータにより振幅および位相を制御した RF
信号へ変換し、パワーアンプで増幅したのち、32 素子半

波長間隔リニアパッチアレーの ET から送信する。これに

より、本システムではデジタルビームフォーミングが可能

である。また、方向性結合器の結合ポートに接続されたパ

ワーセンサおよびダウンコンバータを用いて送信信号の

振幅および位相を観測し、ET アレーの素子間振幅・位相

補正のための校正を行う。

WPT 受信系は、単素子パッチアンテナの SEN および

垂直・水平偏波単素子クロスダイポールアンテナの ER で

受信した WPT 信号を、ディバイダにより分岐し、SP4T
スイッチで切り替える。受信信号は、スペクトラムアナラ

イザにより受信電力を測定するとともに、ダウンコンバー

タによりベースバンド信号へ変換する。

通信系の送信側は、ベースバンド信号を OFDM 方式に

より変調し、各サブキャリアを 16QAM で変調した信号を

アップコンバータにより RF 信号へ変換し、単素子ダイポ

ールアンテナの IT (Information Transmitter) から送信

する。

通信系の受信側では、IR で受信した信号を SPDT スイ

図図 使使用用装装置置

図図 実実験験シシスステテムム図図

図図 実実験験環環境境図図
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表表 実実験験条条件件

周周波波数数

素素子子半半波波長長
リリニニアアパパッッチチアアレレーー

送送電電アアンンテテナナ

単単素素子子パパッッチチアアンンテテナナセセンンササ

ククロロススダダイイポポーールルアアンンテテナナ受受電電機機

単単素素子子ダダイイポポーールルアアンンテテナナ
既既存存無無線線シシスステテムム

送送受受電電間間距距離離

測測定定領領域域

総総送送信信電電力力



ッチで切り替え、スペクトラムアナライザによる受信電力

の測定、通信系および WPT 系それぞれの LO を用いたダ

ウンコンバータによりベースバンド信号への変換を行う。 
図 10 に実験環境を、図 11 に実験環境の外に置かれた

実験装置の外観を示す。本環境では、人の代替として人体

の形状や比誘電率、導電率を模倣したファントムを用いた。

ET、ER、および IT、IR は同一空間内に配置し、ファン

トムを介した無線電力伝送および無線通信の評価を行っ

た。また、本実験系では、ET に受信機能を具備しないた

め、２．１で述べた ER チャネルの取得法を適用できない。

そのため、ER の受信信号を観測可能とし、IR チャネルの

取得法と同様に推定した。

表 1 の実験条件に示通り、本実験では、無線電力伝送と

無線通信を同一および隣接周波数帯において同時に実施

した。周波数は 5.75 GHz とした。チャネル推定および無

線電力伝送・無線通信では、ET に 32 素子半波長間隔リ

ニアパッチアレー、SEN に単素子パッチアンテナ、ER に

垂直・水平偏波単素子クロスダイポールアンテナを用いた。

各アンテナは三脚およびポジショナにより全て高さ 1.40 
m に設定定した。チャネル推定時には、ET の各アンテナ素

子から 30 dBm の信号を送信した。一方、無線電力伝送時

には、ET アレー全体の総送信電力を 32 W とした。実験

では、提案法で定式化した等振幅制約付きの非凸最適化問

題に対し、数値的にビームフォーミングウェイトを算出し

た。本研究では、その一例として CVX を用いて解を求め

た。

無線通信では、Wi-Fi の W56 帯に則り、周波数を 5500 
 MHz から 5740  MHz まで 20  MHz 間隔で変化させた場

合と、無線電力伝送と同一の 5750  MHz とした場合につ

いて評価を行った。送受信間距離は 2  m、通信送信電力は

1 m W とした。通信方式には OFDM を用い、サブキャリ

アの変調方式として 16QAM を採用した。信号帯域幅は

1 MHz とし、送信および受信のベースバンド信号のサン

プリングレートはいずれも 2 MHz とした。その他の

OFDM 物理層パラメータは表に示す。

領域走査測定では、ET、SEN、IT は同様の配置とし、

変変調調方方式式

デデーータタササブブキキャャリリアア変変調調

ササイイズズ

使使用用ササブブキキャャリリアア数数

ササンンププルルガガーードドイインンタターーババルル長長

（（ シシンンボボルル））
（（ シシンンボボルル））

ププリリアアンンブブルル

信信号号帯帯域域幅幅

ササンンププリリンンググレレーートト

表表 物物理理層層パパララメメーータタ

図図 電電磁磁界界ママッッププ：：上上段段はは (2.0, −0.5, 1.4) (2.0, −0.3, 1.4) ののとときき、、

下下段段はは (2.0, −0.5, 1.4)、、 (2.0, −0.5, 1.4) ののとときき。。
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ER のみをポジショナを用いて、幅 2 m、高さ 2 m の領域

を 0.025 m 間隔で走査しチャネルおよび受電電力を測定

した。

本実験では、以下の 2 つの項目について評価した。 
・電磁界分布: BF を行ったときの領域内での ER の受

電電力を評価する。

・・無線電力伝送時の受電電力、干渉電力、BER 評価: BF
を行ったときの ER の受電電力、IR の干渉電力、IT-IR 間

通信における BER を測定する。 
各評価では、 (a) 人体と IR を考慮せずに受電電力を最

大化する Maximum Ratio Transmission (MRT)、(b) 受
電電力対人体ばく露電力を最大化する従来法 1、(c) 無線

局のみを回避しつつ、受電電力を最大化する従来法 2、(d) 
提案法の 4 通りのアルゴリズムを評価する。 

図 12 に電磁界分布を示す。ここで、電磁界は MRT の

最大値で規格化している。それぞれの図中の白枠線が人体

ファントム領域を、菱形が ER、円形が IR を表している。

図 12 上段は、ER を (𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧) = (2, −0.3,1.4)、IR を

(𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧) = (2,−0.5,1.4)に配置し、さらにファントムを 
(𝑥𝑥, 𝑦𝑦) = (2,0)に設置した場合の電磁界分布を示している。

本条件において、各手法により形成されるビームパターン

の特徴を以下に述べる。まず、MRT では、ER に対して

高効率な給電が実現されている一方で、ファントム領域お

よび IR 方向にサイドローブが照射されており、人体ばく

露および既存無線局への干渉が生じる可能性が確認され

た。 従来法 1 では、ファントムを回避しつつ ER への給

電効率を維持できているが、わずかに IR 方向への干渉成

分が残存していることが分かる。従来法 2 では、IR を回

避しつつ ER に対して高効率な給電が可能であるものの、

ファントム方向にサイドローブが照射されており、人体ば

く露の観点で改善の余地がある。これに対し、提案法では、

ファントムおよび IR の双方を効果的に回避しつつ、ER
に対して主ローブを適切に形成できていることが確認で

きる。

次に、図 12 下段に、ER および IR を同一箇所である 
(𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧) = (2,−0.5,1.4)に配置し、さらにファントムを 
(𝑥𝑥, 𝑦𝑦) = (2,0)に設置した場合の電磁界分布を示す。本条件

における各手法のビーム形成特性を以下に述べる。MRT
では、先の結果と同様に ER に対して高効率な給電が実現

されているものの、IR 方向にメインローブが形成され、

さらにファントム領域にサイドローブが照射されている。

そのため、人体ばく露および既存無線局への干渉が生じる

可能性が確認された。従来法 1 では、ファントムを回避し

つつ ER への給電効率を維持できているが、IR 方向にメ

インローブが照射されており、干渉抑圧の観点で課題が残

る。

従来法 2 では、ER への給電よりも IR の回避を優先し

ているため、IR 方向への干渉は抑圧されているものの、

ファントム領域にサイドローブが照射されており、人体ば

く露の観点で改善の余地がある。これに対し、提案法では、

ER への給電より、IR への干渉回避を優先し、さらに人体

領域の回避も同時に達成していることが確認できる。

続いて、無線電力伝送時の受電電力と干渉電力を示す。 
まず、ER を (𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧) = (2, −0.3,1.4)、IR を (𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧)=(2,-

0.5,1.4),ファントムを(𝑥𝑥, 𝑦𝑦)=(2,0)を配置したとき、図 13 
より MRT では、ER への高効率給電が可能であるが干渉

が発生する。従来法 1 では、ER へ高効率に給電している

が、干渉を回避できていない。これらに対して従来法 2 と、

提案法では、給電と干渉回避を両立できている.さらに、提

案法は、従来法 2 に比べ、IR で低い電磁界となった。こ

れは、IR への干渉回避を保証する原理の有効性を示して

いる. 
最後に、無線電力伝送時の BER を示す。ER を 

(𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧)=(2,-0.3,1.4)、IR を (𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧)=(2,-0.5,1.4),ファント

ムを(𝑥𝑥, 𝑦𝑦)=(2,0)を配置したとき、図 14 より提案法は、

5500MHz から 5600MHz までの帯域でほか手法と比較し

て、最低でも 1/10 の BER を達成している．また、今回測

定した全帯域において、常に最も低い BER を達成してい

ることから、提案法の高い干渉回避性能が確認できた。

３３．．今今後後のの研研究究成成果果のの展展開開
本研究で提案したビームフォーミング方式は、MWPT

の社会実装における最大の障壁である人体への安全性と

既存無線システムとの共用性を、高度な信号処理によって

解決可能であることを示した。今後は、本成果を実環境で

の運用フェーズへと進めるため、以下の三点を軸に展開す

る。

・電波防護指針値および許容干渉電力の厳密な遵守（法的

適合性の確保）：現状の最適化アルゴリズムをさらに発展

させ、総務省が定める電波防護指針値（SAR や電力束密

度）および他システムへの許容干渉電力を「絶対的な制約

条件」として組み込んだ制約付き最適化手法を確立する。

これにより、理論的な比率最大化に留まらず、電波法に基

づく技術基準適合証明等の取得を視野に入れた、実運用に

耐えうる安全設計を実現する。

・動的環境下におけるリアルタイム・ロバスト性の向上：

受電器や人体、既存無線局（IR）の移動に伴うチャネル変

動に対し、高速かつ高精度に追従するリアルタイム制御技

術を統合する。特に、移動体の位置予測やセンシング技術

との連携により、不意の遮蔽や位置変化が生じた際にも瞬

時にヌルステアリングを維持し、回避対象への電力照射を

確実に遮断するロバスト性を担保する。

・実社会への導入に向けた実証と標準化への貢献：今後は、

オフィスや工場、スマートシティ等の具体的なユースケー

スを想定したプロトタイプ開発を進める。また、本研究で

得られた「干渉抑圧と給電効率の両立」に関する知見を、

WPT に関する国内の技術基準検討会（総務省 情報通信審

議会等）や国際標準化（ITU-R 等）の議論へのフィードバ

ックも検討に入れ、MWPT の早期実用化と新たな電波利

用産業の創出に貢献する。

４４．．むむすすびび
本研究開発では、マイクロ波無線電力伝送の実用化に向

けて、人体および他無線システムへの電力照射の回避と給

電高効率化の両立という課題に取り組んだ。特に、一般環

境に適用可能なビームフォーミング法について提案し、実

伝送実験による有効性評価を行った。回避対象である人

体・他無線局と、給電対象である受電器のチャネルを受動

図図 (2.0, −0.5 1.4)、、 (2.0, −0.7, 1.4) ににおおけけるる

のの比比較較



的に推定し、無線局に対しヌルステアリングをしつつ人体

ばく露電力と受電電力の比を最大化することで、人体・無

線局回避と高効率給電の両立する実ビームフォーミング

を可能とした。

実験結果から、提案法は、実伝送において無線局が給電

対象の近傍にある状況においても高効率給電および人体・

無線局回避を両立しており、実際の通信でも干渉回避によ

る BER の改善が確認できた。 
今後、人体・無線局・受電器の位置が変位しても、総務

省が定める電波防護指針および許容干渉電力を遵守した

高効率給電が可能となるよう、位置変位に対する高ロバス

ト化に取り組む。
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概概要要  

 本研究開発では、Beyond 5G/6G で求められる超多数同時接続の実現に向け、量子アニーリング技術を無線通信基地局

の信号処理に応用した「量子アニーリング支援型マルチユーザー検出法（Quantum-Annealing-aided Multi-user 
Detection, QA-aided MUD）」を開発した。シミュレーション評価により、端末数が基地局アンテナ数を上回る過負荷

MIMO 環境において、従来の低演算量手法を凌駕する検出性能を達成することを確認した。さらに、5G NR 準拠の実証

システムを構築し、量子コンピュータを用いた屋外空間伝搬実験において、世界で初めて同時接続 20 台での信号分離に

成功した。  

AAbbssttrraacctt  
This study developed a quantum-annealing-aided multi-user detection method (QA-aided MUD) that applies 

quantum annealing technology to base station signal processing, targeting the massive simultaneous connectivity 
required for Beyond 5G/6G. Simulation evaluations confirmed that the proposed method achieves superior detection 
performance over conventional low-complexity approaches in overloaded MIMO environments, where the number of 
user terminals exceeds the number of base station antennas. Furthermore, a 5G NR-compliant demonstration system 
was constructed, and the world's first outdoor over-the-air experiment successfully demonstrated simultaneous signal 
separation of 20 user terminals using a quantum computer. 

１１．．ままええががきき

近年、ドローンをはじめとするロボットの遠隔制御や

xR デバイスとの通信など、マシンタイプ通信の需要が急

速に増加している。これらの通信は、小サイズの固定長

データを周期的に送受信するという特徴を有し、ロボッ

ト端末や xR デバイスの普及に伴い、収容すべき端末数

は年率 30%のペースで増加している。このような背景の

もと、多数端末の同時接続を周波数資源の観点から効率

的に実現する技術の重要性が高まっている。一方、マシ

ンタイプ通信で利用される端末は複雑な構造物内やウェ

アラブル用途など多様な環境で利用されることから、見

通し外における通信に適した sub-6（6GHz 帯以下）の

利用が有効と考えられる。しかし、sub-6 帯の周波数資

源は既に多くの電波を利用したシステムに割り当てられ

ており、新たな周波数の配分を行うことは困難である。

そのため、既存の周波数資源を活用して、同時接続数を

大幅に向上させることができる技術が求められている。

実際に、総務省 Beyond 5G推進戦略-6Gへのロードマッ

プ-においては、5G の約 10倍となる同時接続数の実現が

Beyond 5Gにおける目標として掲げられた。

このような課題に対し、本研究では量子アニーリングと

従来のデジタル信号処理を組み合わせた「量子アニーリン

グ支援型」端末間干渉抑圧手法を提案する。本手法は、基

地局における信号処理に量子効果を導入することで、従来

技術の限界を超えた高効率なマルチユーザー検出を実現

し、同時接続数の増加と周波数利用効率の向上を目指すも

のである。

本稿では、提案手法のアルゴリズムおよび性能評価につ

いて述べるとともに、シミュレーションおよび実験環境に

おける検証結果を示し、その有効性を明らかにする。

２２．．研研究究内内容容おおよよびび成成果果

22..11  研研究究内内容容

22..11..11  シシスステテムムモモデデルル

本研究で対象とするのは、直交周波数分割多重（OFDM）

を採用したマルチユーザ多入力多出力（MIMO）システム

である。基地局（BS）には 𝑁𝑁!" 本のアンテナが設置され、

𝑁𝑁#$ 台のユーザ装置（UE）がそれぞれ 1 本のアンテナを

有する構成を想定する。このとき、システムにおける

MIMO 構成は (𝑁𝑁!", 𝑁𝑁#$) と表される。全UE は同一の物

理リソース上で同時に送信を行うため、信号間干渉が発生

し、これを分離・検出することが重要な課題となる。

送信側では、第𝑘𝑘番目の UE の情報ビット系列 𝑏𝑏% 	=
	[𝑏𝑏%(1), . . . , 𝑏𝑏%(𝐷𝐷)]  を誤り訂正符号化し、符号語  𝑐𝑐% 	=
	[𝑐𝑐%(1), . . . , 𝑐𝑐%(𝑁𝑁)] を得る。本研究では 5G NR と同様に、

符号化と変調の間にインターリーバは用いない。次に、符

号語を QPSK 変調により複素シンボル系列  𝑥𝑥% 	=
	[𝑥𝑥%(1), . . . , 𝑥𝑥%(𝐿𝐿)] に変換する。ここで 𝐿𝐿	 = 	𝑁𝑁	/	𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙&(𝑀𝑀) 
であり、𝑀𝑀 は変調次数を表す。各シンボルは 1	 ≤ 	𝑓𝑓	 ≤
	𝑁𝑁' のサブキャリアと 1	 ≤ 	𝑠𝑠	 ≤ 	𝑁𝑁" の OFDM シンボル
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からなるリソースエレメント（RE）に割り当てられ、送
信シンボルは 𝑋𝑋%(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) と表される。 
受信側では、BS の各アンテナで受信された信号は以下
の式で表される。

𝑹𝑹(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) 	= 	𝑯𝑯(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) 	+ 	𝑾𝑾(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) 
ここで、𝑹𝑹(𝒔𝒔, 𝒕𝒕) ∈ ℂ(!"  は受信シンボルベクトル、
𝑯𝑯(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) ∈ ℂ(!"×(#$はチャネル行列、𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) ∈ 	ℂ(#$  は全
UE の送信シンボルベクトル、𝑾𝑾(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) ∈ ℂ(!" は平均零・
雑音電力 𝑁𝑁* の加法性白色ガウス雑音（AWGN）である。 

22..11..22  反反復復ママルルチチユユーーザザ検検出出

本研究で提案する量子アニーリング支援型マルチユーザ

ー検出(Quantum-Annealing-aided Multi-user Detection, 
QA-aided MUD)は、反復マルチユーザ検出（Iterative 
MUD）に基づいている。Iterative MUDは、軟入力／軟
出力 MUD ブロック（Soft-in/Soft-out MUD）と復号器
（DEC）から構成され、両者の間で外部対数尤度比
（Extrinsic LLR）を反復的に交換することで検出性能を
向上させる(図 1)。 
第𝑘𝑘番目の UE から送信された第𝑛𝑛番目の符号ビット 
𝑐𝑐%(𝑛𝑛) に対する対数尤度比（LLR）は、受信シンボルが与
えられた事後確率の比として定義される。

𝐿𝐿+,-(𝑐𝑐%(𝑛𝑛)) 	= 	log
Pr[𝑐𝑐%(𝑛𝑛) 	= 	1|𝑹𝑹]
Pr[𝑐𝑐%(𝑛𝑛) 	= 	0|𝑹𝑹] 

ベイズの定理により、この LLRは外部 LLR（𝐿𝐿+,-. ）と事

前 LLR（𝐿𝐿+,-/ ）に分解される。

𝐿𝐿+,-L𝑐𝑐%(𝑛𝑛)M = log
Pr[𝑹𝑹|𝑐𝑐%(𝑛𝑛) = 1]
Pr[𝑹𝑹|𝑐𝑐%(𝑛𝑛) = 0] + 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙

Pr[𝑐𝑐%(𝑛𝑛) 	= 	1]
Pr[𝑐𝑐%(𝑛𝑛) 	= 	0] 

=	𝐿𝐿0#1. (𝑐𝑐%(𝑛𝑛)) 	+	𝐿𝐿0#1/ (𝑐𝑐%(𝑛𝑛)) 
前者は受信信号から算出され、後者は復号器からのフィー

ドバックから得られる。

𝐿𝐿+,-(𝑐𝑐%(𝑛𝑛))は、全UEの送信信号の組合せを用いて以下
のように書き換えることができる。

𝐿𝐿+,-(𝑐𝑐%(𝑛𝑛)) = log	
∑2	∈	2%,'( Pr[𝑹𝑹|𝑿𝑿]Pr[𝑿𝑿]
∑2	∈	2%,') Pr[𝑹𝑹|𝑿𝑿]Pr[𝑿𝑿] 

ここで、𝑿𝑿 = [𝑥𝑥5, . . . , 𝑥𝑥6] は全 UE の送信信号の集合を表
す。また、𝑋𝑋%,85  は 𝑐𝑐%(𝑛𝑛) 	= 	1 となる送信パターンの部分
集合、𝑋𝑋%,8*  は 𝑐𝑐%(𝑛𝑛) 	= 	0 となる部分集合である。すなわ
ち、分子は対象ビットが 1であるような全パターンにわた
る重み付き確率の和、分母は 0であるような全パターンに
わ た る 和 を 計 算 し て い る 。 こ こ で Pr[𝑹𝑹|𝑿𝑿] =
∏9,:𝑃𝑃𝑃𝑃[𝑹𝑹(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)|𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)]とし、AWGNチャネルにおいて条件
付き確率 Pr[𝑹𝑹(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)|𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)] は複素ガウス分布で記述さ
れる。

Pr[𝑹𝑹(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)|𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)] 	= 	
𝑒𝑒;$(𝑿𝑿(9,:))	/	(₀

∑	𝑒𝑒;$(𝑿𝑿(9,:))	/	(₀
ここでエネルギー関数𝐸𝐸(𝑿𝑿)は以下で定義される 

𝐸𝐸(𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)) 	= 	‖𝑹𝑹(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) − 	𝑯𝑯(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)𝑿𝑿(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)‖& 
しかし、厳密な分布の計算には全UEの送信シンボルの組
合せを列挙する必要があり、計算量は𝑂𝑂(𝑀𝑀(*+) と指数的
に増大する。例えば、QPSK（𝑀𝑀	 = 	4）、𝑁𝑁#$ 	= 	10 の場
合、約 100万通りの評価が必要となる。この計算量の爆発
はリアルタイム処理における大きな課題となる。従来的な

アプローチでは、この計算量の課題を解決するため、線形

最小平均二乗誤差 (Linear Mean Minimum Square 
Estimation, LMMSE)や期待値伝搬法（Expectation 
Propagation, EP）などの低演算量手法が用いられてきた。
しかし、端末数が基地局アンテナ数を上回る過負荷

（Overloaded）MIMO環境では、端末間の干渉を抑圧す
ることが困難となり、これらの低演算量手法の性能は著し

く劣化する。

以上の課題に対し、QA-aided MUDは計算量の爆発を抑
えつつ高精度な検出を実現する手法として位置付けられ

る。

22..11..33  量量子子アアニニーーリリンンググのの概概要要

量子アニーリング（Quantum Annealing, QA）は、その
ハミルトニアン（エネルギー関数）はターゲット項とドラ

イバ項の 2つの要素から構成される。ターゲット項は解く
べき最適化問題を表し、ドライバ項は量子ゆらぎを導入す

ることで解空間の探索を可能にする。QA のプロセスは、
初期状態においてドライバ項が支配的な状態から開始さ

れ、量子重ね合わせを利用して広範な解を探索する。その

後、アニーリングの進行に伴いドライバ項の影響は徐々に

弱まり、ターゲット項が支配的となることで、系は最適解

またはその近傍へと収束していく。この過程に要する時間

はアニーリング時間 𝑇𝑇/88./A と呼ばれる。𝑇𝑇/88./Aが十分に
長く、かつ系が外部環境からのノイズの影響を受けない理

想的な条件下では、断熱定理により系は大域最適解へ収束

することが保証される。

22..11..44  DD--WWaavvee 量量子子アアニニーーララ

QAのプロセスを物理ハードウェア上で実現したのがD-
Wave量子アニーラ（以下、D-Waveと略す）である。D-
Waveでは、以下のイジングエネルギー関数の最小化を行
うことができる。

𝐸𝐸BCDEF(𝒛𝒛) 	= 	𝒛𝒛𝑻𝑻𝑱𝑱𝑱𝑱	 +	𝒉𝒉H𝒛𝒛 
ここで、𝒛𝒛は各要素が+1または−1をとるイジング変数ベ
クトル、𝑱𝑱は変数間の相互作用を表す結合係数行列、𝒉𝒉は各
変数への外部磁場に相当するバイアスベクトルである。

D-Waveは、エネルギー関数を最小化する最小エネルギー
解(最適解)を探索することが可能であり、QA プロセス部
分の典型的な処理時間はマイクロ秒オーダーである。ただ

し、D-Waveは厳密な最適化ソルバーではなく、サンプラ
として動作する点に留意が必要である。外部からのノイズ

がなく、十分長いアニーリング時間で実行した QAは最適
解への収束が保障されるが、実際の量子デバイス上ではデ

コヒーレンスや熱雑音の影響を完全に取り除くことは困

難である。結果として、D-Waveは最適解の近傍にある近
似解を確率的に生成するサンプラーとして動作する。

22..11..55  QQAA--aaiiddeedd  MMUUDD ののココアア技技術術

マルチユーザ検出問題をイジングモデルとして定式化す

る。QPSK変調（𝑀𝑀	 = 	4）の場合、第𝑘𝑘番目のUEに対す

図図  11  QQAA--aaiiddeedd  MMUUDDをを採採用用ししたたMMIIMMOO--
OOFFDDMM系系ののブブロロッックク図図  ((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  

KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““QQuuaannttuumm--AAnnnneeaalliinngg--AAiiddeedd
MMuullttii--UUsseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  OOvveerrllooaaddeedd  MMIIMMOO--

OOFFDDMM  SSyysstteemmss,,””  VVTTCC22002255--SSpprriinngg,,  
  ©©  22002255,,  IIEEEEEE))))  
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る送信シンボル 𝑋𝑋%(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)は、2つのイジング変数 𝑧𝑧5,%(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)
と 𝑧𝑧&,%(9,:)を用いて以下のように表現できる。 

𝑋𝑋%(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) 	= 	
𝑧𝑧5,%(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) + 𝑗𝑗	 ⋅ 	𝑧𝑧&,%(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)

√2
 

この表現を前節のエネルギー関数に代入することで、

MIMO-OFDM システムに対応するイジングエネルギー

関数が導出される。イジング変数の総数は 𝑁𝑁I9J8K 	= 	2𝑁𝑁#$ 
となり、各係数はチャネル行列と受信信号から算出される。 
Iterative MUD の課題は、条件付き確率の計算に送信シ

ンボルの全パターンが必要であることであった。QA-
aided MUD では、全パターンの列挙ではなく、D-Wave
から得られるサンプル集合 𝑍𝑍LM(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) を用いて条件付き

確率分布を以下のように近似する。

PrNO
OPPQRS[𝑹𝑹(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)|𝒁𝒁(𝑠𝑠, 𝑡𝑡)] 	=

𝑒𝑒;$(𝒛𝒛(9,:))/(₀

∑𝒛𝒛∈U,-(9,:)𝑒𝑒;$(𝒛𝒛)/(₀

この近似では、分母の総和が全パターンではなく D-
Wave から得られたサンプル集合 𝑍𝑍LM(𝑠𝑠, 𝑡𝑡) 上でのみ計算

される。D-Wave はイジングエネルギー関数を入力として

QA サンプリングを実行し、低エネルギー解を確率的に生

成する。得られた解の集合は、真の分布において高い確率

を持つ領域に集中する傾向があるため、少数のサンプルで

も良好な近似精度が期待できる。

この方法の重要な利点は、計算量が UE 数の指数関数で

はなく、アニーリングパラメータに依存する点にある。例

えば、サンプリング数 𝑁𝑁CVWPを増やせばサンプルの多様性

が向上し近似精度は改善されるが、計算時間も増大する。

同様に、アニーリング時間 Tanneal を長くすれば各サンプ

ルの品質が向上するが、処理時間とのトレードオフが生じ

る。すなわち、これらのパラメータを適切に調整すること

で、検出精度と計算速度のバランスを柔軟に制御できる。 
さらに、D-Wave のアニーリング時間はマイクロ秒オー

ダー（典型的には 𝑇𝑇/88./A 	= 	1µ𝑠𝑠）であり、UE 数が増加

してもアニーリング時間自体は大きく変化しない。D-
Wave における計算時間は  𝑂𝑂(𝑁𝑁CVWP(𝑇𝑇VEEXVY 	+	𝑇𝑇QXVZ 	+
	𝑇𝑇ZXYV[)) と推定され、従来手法の 𝑂𝑂(𝑀𝑀(*+) と比較して、

UE 数に対するスケーラビリティにおいて本質的な優位

性を持つ。

以上より、QA-aided MUD は量子アニーリングによるサ

ンプリングを活用して条件付き確率分布を効率的に近似

することで、従来の反復MUD が抱える計算量の指数的増

大を回避しつつ、高精度なマルチユーザ検出を実現する手

法である。

22..11..66  デデジジタタルルアアニニーーリリンンググ技技術術

D-Wave の計算リソースには制約があるため、本研究で

は D-Wave に加え、デジタル計算機上で動作する複数の

アニーリング手法を併用して動作実証を行う。シミュレー

テッド量子アニーリング（SQA）は、量子アニーリング過

程をデジタル計算機上で模擬する手法であり、経路積分モ

ンテカルロ法に基づいて量子系を古典系へ写像し、モンテ

カルロアルゴリズムにより解を探索する。本研究では、写

像精度を制御するトロッター数 𝑁𝑁\QR]]XQを 2〜4 に設定し

た。SQA の計算量は  O(𝑁𝑁CVWP  · 𝑁𝑁C^XXP  · 𝑁𝑁\QR]]XQ  · 
𝑁𝑁BCDEF&) である。シミュレーテッドアニーリング（SA）は、

焼きなまし過程に着想を得た古典的最適化手法であり、温

度を徐々に低下させながら確率的に解を更新することで、

低エネルギー解を探索する。計算量は O(𝑁𝑁CVWP · 𝑁𝑁C^XXP 
· 𝑁𝑁BCDEF&) であり、SQA からトロッター項を除いた形とな

る。ベクトルアニーラ（VA）は、NEC社が開発した量子

インスパイアード型デジタルアニーラであり、ベクトル型

計算機「SX-Aurora TSUBASA」上で動作する。基本原理

は SA に類似するが、独自のアルゴリズムにより大規模問

題への適用が可能である。

22..22  研研究究成成果果

本節では、量子アニーリング支援型マルチユーザー検出

法（QA-aided MUD）および量子アニーリング支援型移

動通信システムの研究成果を示す。 

図図  22  OOvveerrllooaaddeedd  MMIIMMOOににおおけけるる BBLLEERR    
((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““QQuuaannttuumm--

AAnnnneeaalliinngg--AAiiddeedd  MMuullttii--UUsseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  
OOvveerrllooaaddeedd  MMIIMMOO--OOFFDDMM  SSyysstteemmss,,””  VVTTCC22002255--

SSpprriinngg,,  ©©  22002255,,  IIEEEEEE))))  

図図  44  FFuullllyy--llooaaddeedd  MMIIMMOO ににおおけけるる BBLLEERR  
((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““QQuuaannttuumm--

AAnnnneeaalliinngg--AAiiddeedd  MMuullttii--UUsseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  OOvveerrllooaaddeedd  
MMIIMMOO--OOFFDDMM  SSyysstteemmss,,””  VVTTCC22002255--SSpprriinngg,,  

  ©©  22002255,,  IIEEEEEE))))  

図図  33  BBEERRののアアニニーーララーー依依存存性性  
((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““QQuuaannttuumm--

AAnnnneeaalliinngg--AAiiddeedd  MMuullttii--UUsseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  
OOvveerrllooaaddeedd  MMIIMMOO--OOFFDDMM  SSyysstteemmss,,””  

VVTTCC22002255--SSpprriinngg,,  ©©  22002255,,  IIEEEEEE))))  
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22..22..11  MMIIMMOO--OOFFDDMM ににおおけけるる QQAA--aaiiddeedd  MMUUDD のの性性能能評評

価価とと低低演演算算量量手手法法ととのの比比較較

5G NR を想定した通信方式（CP-OFDM、MIMO、LDPC
符号等）に QA-aided MUD を拡張し、その性能を評価し

た。現在利用可能な D-Wave は発展途上であり、利用可能

なマシンタイムに制限があるため、無線通信分野における

一般的なブロックエラー率(Block Error Rate: BLER)の
評価が困難であった。そこで、検出法を改修し SQA およ

び SA 等のデジタルアニーリング技術に適用可能とし、

QA-aided MUD の BLER解析に成功した。さらに、低演

算量手法である LMMSE-IDD（LMMSEフィルタ搭載の

Iterative Decoding and Detection）および Double EP
（DEP）との比較を行い、提案手法の特長を明らかにした。 
図2および図3に、QA-aided MUD（SQA・SA）、LMMSE-

IDD、およびDouble EP（DEP）による BLER の比較を

示す。ここで、基地局アンテナ数を𝑁𝑁_`、端末数を𝑁𝑁,a、
𝐸𝐸b/𝑁𝑁*はビット当たりエネルギーと雑音電力密度の比を

表す。図 2 は Overloaded MIMO（𝑁𝑁_`<𝑁𝑁,a）における

BLER比較であり、(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,8)および(4,12)のいずれ

においても、提案手法が LMMSE-IDD および DEP を上

回る性能を示した。一方、図3はFully-loaded MIMO（(𝑁𝑁_`, 
𝑁𝑁,a)=(8,8)、(12,12)）の結果であり、低𝐸𝐸b/𝑁𝑁*領域では従

来手法が優位であるものの、𝐸𝐸b/𝑁𝑁*の増加に伴い、各手法

の性能が同等に収束することを確認した。

以上より、QA-aided MUD は特に Overloaded MIMO

環境において、低演算量手法よりも優れた BLER 性能を

示すことが明らかとなった。 

22..22..22  各各アアニニーーリリンンググママシシンンのの BBEERR 性性能能比比較較

D-Wave と NEC社の VA も用いて、小規模ビット数に

おけるビットエラー率（Bit Error Rate: BER）の比較を

行った。シミュレーション設定は前述の BLER解析と同

一とし、Overloaded MIMO 環境で評価した。図 4 に、

SQA・SA・VA（ベクトルアニーラ）・D-Wave により得

られた BER の𝐸𝐸b/𝑁𝑁*依存性を示す。(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,8)で
は全てのアニーリングマシンで同等の BER 性能を示し

た。一方、(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,12)では一部条件で D-Wave が

検出に失敗するケースが見られたが、高𝐸𝐸b/𝑁𝑁*領域では

全てのアニーラがエラーフリーに到達した。これらの結

果は、デジタルアニーリング（SQA・SA・VA）を用い

た QA-aided MUD が同等の性能を有すること、ならび

にアニーリング技術の進化に伴って本成果の展開余地が

広いことを示している。なお、D-Wave によるアニーリ

図図  55  BBLLEERRののササンンププルル数数依依存存性性  
((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““QQuuaannttuumm--

AAnnnneeaalliinngg--AAiiddeedd  MMuullttii--UUsseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  
OOvveerrllooaaddeedd  MMIIMMOO--OOFFDDMM  SSyysstteemmss,,””  
VVTTCC22002255--SSpprriinngg,,    ©©  22002255,,  IIEEEEEE))))  

図図 77  OOTTAA実実験験用用シシスステテムム構構成成のの概概要要図図  

図図  99  同同時時接接続続 88台台にに対対すするる BBEERR解解析析  
((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““OOvveerr--tthhee--
aaiirr  DDeemmoonnssttrraattiioonn  ooff  QQuuaannttuumm--AAnnnneeaalliinngg--

AAiiddeedd  MMuullttii--uusseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  MMIIMMOO--OOFFDDMM  
SSyysstteemmss,,””  CCCCNNCC22002266,,  ©©  22002266,,  IIEEEEEE))))  

図図  88  屋屋外外環環境境ににおおけけるる OOTTAA実実験験  

図図  66  BBLLEERRののススイイーーププ数数依依存存性性  
((出出典典：：KK..YYoonnaaggaa  aanndd  KK..TTaakkiizzaawwaa,,  ““QQuuaannttuumm--

AAnnnneeaalliinngg--AAiiddeedd  MMuullttii--UUsseerr  DDeetteeccttiioonn  iinn  
OOvveerrllooaaddeedd  MMIIMMOO--OOFFDDMM  SSyysstteemmss,,””  VVTTCC22002255--

SSpprriinngg,,  ©©  22002255,,  IIEEEEEE))))  
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ングは量子演算とデジタル計算機による前処理・後処理

から構成されるため、BER 性能改善にはシステム全体の

パラメータチューニングが重要になると考えられる。 

22..22..33  アアニニーーリリンンググパパララメメーータタ依依存存性性解解析析

アニーリング技術において、サンプリング数やアニーリ

ング時間（スイープ数等）は計算精度と計算時間を制御

する主要パラメータである。そのため、要求遅延と

BLER 性能に対して適切なパラメータを選択することが

重要である。本研究では、LMMSE-IDD・DEP・提案手

法（SQA・SA・VA・D-Wave）に対して、マルチユーザ

ー検出ブロックの計算複雑性を解析した。なお、D-
Wave は量子計算機であるため、正味のアニーリング時

間、結果読み込み時間、初期化時間等を含めた実行時間

で評価した。SQA、SA、VA の計算量は端末数とアニー

リングパラメータに依存するため、従来手法より低演算

量とするにはパラメータ調整が必要である。一方で、D-
Wave の実行時間は端末数に依存しないと見込まれ、接

続台数が増加しても計算時間は一定であると予想でき

る。

図 5 および図 6 に、Overloaded MIMO 環境における

QA-aided MUD のアニーリングパラメータ依存性を示

す。ここで、サンプリング数𝑁𝑁CVWPおよびスイープ数

𝑁𝑁C^XXPはアニーリング時間に影響し、スイープ数の増加

に伴いアニーリング時間も増加する。(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,8)で
はパラメータ依存性が小さい一方、(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,12)で
は各パラメータを小さくすると BLER 性能が劣化するこ

とが確認された。これらの結果にもとづき、計算時間を

抑制しつつ同時接続 10 台以上で所望の BLER を満たす

ために必要なアニーリングパラメータを決定した。

22..22..44  量量子子アアニニーーリリンンググ支支援援型型移移動動通通信信シシスステテムム

のの開開発発とと OOTTAA 実実証証

MIMO-OFDM システムにおける QA-aided MUD の実

環境での有効性を検証するため、量子アニーリング支援

型移動通信システムを構築した。段階的に端末台数を増

加させながら、（i）同軸ケーブルを用いた有線接続環境

での静特性評価、（ii）実験試験局免許に基づく屋外環境

での動作試験を実施した。図 7 にシステム構成の概要を

示す。基地局ハードウェアは最大 4 本のアンテナまで対

応可能な構成とし、PCIe経由で制御用 PCへ接続した。

基地局信号処理のうち、高速サンプリングレートでの動

作が必要な処理（フレーム・シンボル同期等）は USRP
内 FPGA で実行し、シンボルレートで動作するベースバ

ンド信号処理（等化を含む CP-OFDM復調、誤り訂正符

号の復号等）は制御用 PC で実行する構成とした。これ

により、基地局信号処理手法の更新・改修を柔軟に行え

る。制御用 PC は、ベースバンド信号処理に加え、D-

Wave量子アニーリングマシンを含む各種アニーリング処

理（SQA、SA、VA）へのマルチユーザー検出計算指示

と結果収集を担う。

実験では、(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,8)の構成とし、搬送波周波数

2.295 GHz、サブキャリア数𝑁𝑁' =64、変調方式 QPSK、

誤り訂正符号に 5G NR LDPC（符号化率 0.5）を使用し

た。UE側では USRP により信号を生成し、基地局側で

は信号分析器で受信信号を取得した。量子アニーリング

には D-Wave Advantage2 System 1.1 を、シミュレーテ

ッド QA（SQA）には OpenJij を使用した。図 8 と図 9
に、屋外環境における実験環境と 8 台 OTA 実験で得ら

れた BER結果を示す。D-Wave および SQA による QA-
aided MUD は𝐸𝐸b/𝑁𝑁*が 19 dB 以上でエラーフリー性能を

達成した。一方、従来の LMMSE 検出器では同等性能に

約 22 dB を要し、QA-aided MUD が約 3 dB の優位性を

示した。また、D-Wave と SQA の性能はほぼ同等であ

り、SQA が D-Wave の代替として有効に機能することを

確認した。 

さらに実験系を改修し、20 台までの接続実験が可能な

構成へ拡張した（図 10）。基地局および端末局における

処理は従来と同様とし、基地局アンテナ本数𝑁𝑁_`は最大 8
本まで対応可能とした。周波数帯は 6G における評価条

件に基づき 2.295 GHz とし、特定実験試験局として開局

した。この実験系を用いて、見通し外環境を含む屋内通

信実験を実施し、当初目標であった同時接続 10 台を超

える 20 台における信号検出に成功した。実験結果例を

図 11 に示す。図には各UE からの受信信号の併平均

SNR および反復処理回数に対する BER を示しており、

図図  1100  実実験験系系のの構構成成及及びび外外観観写写真真  

図図  1111  実実験験結結果果のの一一例例（（左左：：各各UUEEかかららのの受受信信信信号号のの平平均均 SSNNRR、、右右：：繰繰りり返返しし処処理理回回数数にに対対すするる BBEERRのの変変化化））  
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2 回の反復処理によって 20 台の UE から送信された信号

を誤りなく分離できることを確認した。本成果により、

周波数資源逼迫時における周波数共用の課題に対して、

量子アニーリング技術の適用可能性が実証された。 

22..22..55  提提案案手手法法のの性性能能限限界界解解析析とと高高速速化化にに向向けけたた

取取りり組組みみ

提案する QA-aided MUD について、厳密な最尤検出器

に対してどの程度性能的に漸近可能であるかを明らかに

するため、性能限界の詳細解析を行った。本解析では、

D-Wave における主要制御パラメータ（サンプリング

数、アニーリング時間、チェイン強度）に加え、前処理

および後処理を含めた処理全体を対象として包括的に評

価した。具体的には、ランダム生成した通信モデルに対

し、厳密計算で得られる事後分布と提案手法で得られる

近似分布との乖離をカルバック・ライブラー情報量

（KLD）で定量化し、推定精度を評価した。併せて実用

化を見据え、計算時間も評価した。その結果、サンプリ

ング数の増加に伴い提案手法の分布が厳密分布へ漸近

し、検出精度が向上することを確認した。一方で、アニ

ーリング時間の影響は限定的であり、必ずしも長時間設

定が必要ではないことが明らかとなった。さらに、チェ

イン強度を適切に設定することで、従来必要とされてい

た後処理を省略しても高精度推定が可能であることを示

した。特に、後処理不要の構成により処理全体の計算時

間を大幅に削減でき、従来手法と比較して最大約 100倍
の高速化を達成した。 

22..22..66  実実装装にに向向けけたたパパララメメーータタ自自動動チチュューーニニンンググ

手手法法

実環境への適用を見据え、量子アニーリングにおける各

種パラメータを効率的に最適化する手法として、ベイズ最

適化に基づく自動チューニング手法を提案した。本手法で

は、ランダム生成した通信路に対する平均 KLD をコスト

関数として定義し、サンプリング数やチェイン強度等のパ

ラメータをベイズ最適化により自動決定する。数値実験に

より、従来のランダムサーチと比較して少ない試行回数で

高精度なパラメータ群を発見可能であることを確認した。

さらに、（i）SNR条件ごとに事前学習した最適パラメータ

をルックアップテーブルとして保持する方式、（ii）通信路

変動に応じてオンラインでベイズ最適化を適用し動的に

パラメータを決定する方式、の 2 ユースケースを検討し、

実装に向けたパラメータ設計指針を提示した。 

22..22..77  QQAA--aaiiddeedd  MMUUDD のの QQAAMM 方方式式へへのの拡拡張張

これまでの QA-aided MUD は、マシンタイプ通信を想

定し、主に QPSK 変調を対象として設計されてきた。本

研究では、より広範な応用への展開を目的として高次変調

方式である QAM への拡張を行った。QAM で一般的な

Gray符号化は量子アニーリングで扱う 2値変数表現と直

接一致しないため、量子アニーリングで得た解を Gray符
号に対応するビット列へ変換する bit-conversion 処理を

導入した（図 12）。数値実験では、過負荷 MIMO 環境に

おいてデジタルアニーラを用いた BLER 評価を実施し、

QPSK および 16QAM のいずれでも、提案手法が従来の

低計算量検出法（LMMSE や EP）に対して優れた BLER
性能を示すことを確認した。一方で、高次変調ではアニー

リングパラメータ（サンプリング数やスイープ数）への依

存性が増大し、所望性能の確保により多くの計算資源が必

要となることも明らかとなった。

さらに、D-Wave 量子アニーラを用いた BER 評価を行っ

た結果、(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,4)および(4,6)の構成ではデジタル

アニーラと同等の検出性能を達成した。一方、(4,8)のよう

な過負荷条件では、デジタルアニーラがエラーフリーに到

達したのに対し、D-Wave では同等性能に至らなかった。

以上より、提案手法は高次変調を含む実用的通信方式への

適用可能性を示す一方で、高負荷環境では量子ハードウェ

アの精度向上やパラメータ最適化の検討が重要である。 

22..22..88  シシスステテムムレレベベルル評評価価にに向向けけたたシシミミュュレレーーシシ

ョョンン環環境境のの構構築築

QA-aided MUD を基地局に実装した際のシステムレベ

ル性能評価に向け、シミュレーション環境を構築した。評

価では、リソース割り当てやセル間干渉等の影響を考慮し、

スループット・遅延・周波数利用効率等の観点も含めて検

討した。評価条件は、3GPP TR 38.914（Study on 6G 
Scenarios and requirements）におけるユースケース

「Urban coverage for massive connection」に準じて設定

した。

シミュレータ構成を図 13 に示す。セル／セクタ構成を

モデル化し、隣接セル干渉を含む評価が可能となるように

図図 1122    QQAAMM 方方式式にに対対応応可可能能なな量量子子アアニニーーリリンンググ支支援援型型ママルルチチユユーーザザーー検検出出  

図図 1133    シシスステテムムレレベベルルシシミミュュレレーータタのの構構成成  
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した。波形は 5G NR をベースラインとして、電波伝搬モ

デルは 3GPP TR 38.901（UMa等）を使用した。各種シ

ステムパラメータ設定、トラヒックモデル（Non-full
buffer等）設定、UE配置、上りリソース割り当て（MCS
およびリソースブロックごとの重畳数）等を行い、基地局

側で QA-aided MUD を適用して UEごとの SINR および

通信成否を記録する。また UE位置情報も保存し、通信成

功率の累積分布を評価可能とした。

シミュレーション結果の一例を図 14 に示す。隣接セル

干渉がある条件において(𝑁𝑁_`, 𝑁𝑁,a)=(4,12)とし、送信電力

制御の有無による結果を比較した（単位リソースブロック

帯域幅：360 kHz）。基地局からの距離が増加するにつれ

て通信失敗端末が増加する傾向が確認された。送信電力制

御によりセル間干渉の削減および電力差による信号分離

性能向上が期待でき、概ね同時接続 10 台程度が可能であ

ることを確認した。さらに、利用可能帯域幅を 100 MHz、
上り 4 スロットで当該技術を利用可能と仮定し、0.1秒間

隔で送信するデバイスを想定すると、6G における目標端

末密度 100万台/km2を満たす、およそ 150万台/km2のデ

バイス密度を達成可能と見積もられる。

３３．．今今後後のの展展開開

本研究開発で得られた成果は、工場内部におけるセンサ

ーやロボットを対象としたローカルネットワークへの社

会実装が期待される。特に、多数の端末が同時接続する環

境においても高い周波数利用効率を維持できることから、

スマートファクトリーの高度化や生産性向上に貢献する

ことが見込まれる。今後は、国立研究開発法人科学技術振

興機構（JST）が開催する新技術説明会での発表を通じて

技術の普及を図るとともに、実装を担うパートナー企業の

探索を進め、実証および製品化に向けた取り組みを推進す

る。また、本成果は移動通信分野における周波数利用効率

の大幅な改善につながり、xR デバイスなど大規模接続を

必要とする 6G サービスへの応用が期待される。さらに、

量子アニーリングと通信信号処理の融合という新たな研

究領域を開拓することで、関連分野への波及効果も見込ま

れる。 

４４．．むむすすびび

本稿では、Beyond 5G/6G における超多数同時接続の実

現を目指し、量子アニーリングを無線基地局の信号処理に

応用した QA-aided MUD の研究開発成果を報告した。シ

ミュレーション評価により、端末数が基地局アンテナ数を

上回る過負荷 MIMO 環境において、QA-aided MUD が

LMMSE-IDD および EP といった従来の低演算量手法を

凌駕するBLER性能を示すことを確認した。また、D-Wave
量子アニーラ、SQA、SA、VA を含む複数のアニーリング

技術を横断的に評価し、デジタルアニーリングが D-Wave
の有効な代替手段となることを明らかにした。さらに、ベ

イズ最適化に基づくパラメータ自動チューニング手法の

提案や 16QAMへの拡張を通じ、実環境適用に向けた設計

指針を確立した。

実証実験においては、5G NR 準拠のシステムを構築し、

屋外 OTA 実験にて 8 台同時接続で D-Wave による QA-

図図 1144    シシスステテムムレレベベルルシシミミュュレレーーシショョンン結結果果のの例例    
((上上段段：：UUEE 送送信信電電力力制制御御あありり、、下下段段：：UUEE 送送信信電電力力制制御御ななしし((常常時時最最大大))))  
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aided MUD が従来の LMMSE 検出器に対して優位性を

示した。さらに、実験系を拡張することで 20 台の同時接

続信号の誤りなき分離に成功し、量子アニーリング技術の

実用的有効性を実証した。

今後は、本成果のスマートファクトリーや 6G サービス

への社会実装に向けて、パートナー企業との連携のもと実

証・製品化を推進するとともに、量子ハードウェアの進化

と歩調を合わせた継続的な性能向上を図る予定である。 
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概概要要  

GaN 系 HBT は高周波動作が期待される一方、p-GaN の高抵抗と高コンタクト抵抗が実用化の障壁となっている。本研究では

GaInN/GaN Multiple Quantum Well (MQW) によりベース比抵抗を約 0.9 Ω·cm まで低減し、さらに 0.5 mΩ·cm² の低コン

タクト抵抗を実現した。これらを反映した HBT を試作し、β=21、出力電流密度 0.8 kA/cm² の動作を確認した。

AAbbssttrraacctt  
GaN-based heterojunction bipolar transistors (HBTs) show promise for high-frequency operation, yet the high 
resistivity of p-GaN and large contact resistance remain major obstacles to practical use.  This study reduces the 
base resistivity to approximately 0.9 Ω·cm using a GaInN/GaN Multiple Quantum Well (MQW) structure and 
achieves a low contact resistance of 0.5 mΩ·cm².  An HBT incorporating these improvements was fabricated, 
demonstrating a current gain of β = 21 and a maximum current density of 0.8 kA/cm². 

１１．．ままええががきき 
本研究は、Beyond-5G 移動体通信やミリ波レーダなど次

世代無線分野への応用が期待される高周波デバイス、GaN 
系ヘテロ接合バイポーラトランジスタ（HBT）に関するものであ

る。高周波トランジスタは移動体通信、衛星通信、自動車レー

ダなど幅広い用途で利用されており、通信量増加やレーダ搭

載車の普及、IoT・無線電力伝送の拡大により、今後も需要が

高まると見込まれる。次世代デバイスには、ミリ波帯でも高出

力・高利得・低雑音を実現する性能が求められ、ワイドバンド

ギャップ材料である GaN 系 HBT はこれらの要件を満たす

特性を有する。

我々は、高品質な格子整合 Al(Ga)InN/GaN ヘテロ構造

技術を基盤とした GaN 系 HBT を提案してきた。本研究で

は、これまでの成果を踏まえ、実用レベルの HBT 実現を目

指して開発を進めた。フェーズ I では課題であった p 型層

および電極コンタクト抵抗の低減に取り組み、新たな p 型ド

ーピング法と再成長コンタクト技術を確立した。フェーズ II で

は、これらの技術を用いて HBT の設計・試作と高周波特性

評価を行い、ミリ波応用に向けた有用性を実証した。

図 1．高周波デバイスの応用市場と性能領域 
（三菱電機ホームページ記載の図に加筆）

２２．．研研究究内内容容及及びび成成果果 
高周波デバイスとして有効な GaN 系 HBT であるが、以下

の３課題が障害となっている。

【課題１】ベース層上にエミッタ層が積層形成のため脱水素

処理が不完全となり、比抵抗が本来の p 型 GaN の数倍

程度に悪化することである。

【課題２】ベース層の成長時に貫通ピットが形成され、pn 接

合における電流リークを誘発することである。これはトラン

ジスタのピンチオフ特性に多大な影響を与える。

【課題３】ベース層の p-GaN と金属電極の界面に高いショ

ットキー障壁が残り、接触抵抗が大きいことである。

つまり、高抵抗ベース層と結晶欠陥、高接触抵抗が高周波動

作・大電流動作のボトルネックとなっている。 これらの課題に

対し、我々は以下の取組を行った。

【取組１】 GaInN/GaN 薄膜を積層し、多重量子井戸 
(MQW)構造からなるベース層を形成する。量子井戸に

発生する２次元正孔による低抵抗化を図った。

【取組２】MQW 構造による欠陥の抑制し、結晶欠陥の少な

いベース層を得る。

【取組３】ベース表面の p+-GaN 層と Pd/Ni/Ni 電極による

オーミック接続を実現する。

（（１１））GGaaIInnNN//GGaaNN  MMQQWW 構構造造にによよるる低低抵抵抗抗化化
GaInN/GaN MQW では、GaInN 量子井戸層に正孔が

閉じ込められることで二次元ホールガス（2DHG）が形成され

る。 本研究では、InN モル分率と 2 次元伝導の発生条件

を明らかにするため、ホール移動度およびシートホール濃度

の温度依存性を評価した。 試料は c 面サファイア基板上に 
Metal Organic Chemical Vapor Deposition (MOCVD)法
で成長した Mg ドープ GaInN MQW（井戸 3 nm／バリア 
3 nm ×20 組）で、InN モル分率は 1%、3%、5% とした。
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比較として単層 p-GaN も作製した。 成長後、775 ℃・90 
分間のアニールで Mg を活性化し、Pd/Ni/Au 電極を形成

してホール測定を行った。

図２に示すように、InN 3% 以下の MQW は温度低下とと

もにホール濃度が増加し、三次元輸送が支配的であった。 

一方、InN 5% ではホール濃度が一定となる領域が現れ、2 
次元ホール伝導の発生を示した。  以上より、GaN 系 npn-
HBT の p 型ベース層として GaInN MQW を用いるには、

InN モル分率 5%以上が必要であると判断した。 

図２. InN モル分率の異なる Mg ドープ GaInN MQW 構

造について、ホール効果測定により得られた (a) シート抵抗

および (b) シートホール濃度の温度依存性。 比較のため、

Mg ドープ単層 GaN 膜の結果も併せて示す。 

上記評価結果を反映させ、GaInN/GaN 3/3 nm MQW を

作成し、Transfer Length Method (TLM)測定を行い膜平

面方向の比抵抗を評価した。水準は MQW 20 組、12 組およ

び GaInN 単層とした。 図３に TLM 測定で得た I-V 特性を、

表１に比抵抗の結果を示す。結果、MQW 20 組の構造で比

抵抗値 0.93Ω・cm を得た。従来の GaInN 単層と比較して、

大幅な低抵抗化が見込まれる。

図３ MQW 構造の TLM 測定 I-V 特性 

表１ 比抵抗の結果比較

MQW 組数 膜厚

(nm) 
比抵抗

(Ω·cm) 

2200pp  
12p 

GaInN 単層  

113333  
85 

150 

00..9933  
1.41 
783 

（（２２））MMQQWW 構構造造にによよるるベベーースス領領域域のの結結晶晶品品質質のの向向上上
MQW 構造は格子定数の異なる膜を積層するため、下方よ

り伸張する結晶欠陥が曲げられる、または消滅する報告がさ

れている。 GaInN/GaN 系では In モル分率に起因する局

所的な格子ミスマッチが周期的に導入され、各界面に歪み緩

和領域が形成される。この領域が転位の散乱中心として働くこ

とで、単層 GaN または GaInN ベースに比べて転位の貫通

が抑制され、上部に形成されるベース層の結晶品質が向上す

ると考えられる。

本研究では、図４に示すように、AFM 測定により MQW 
ベースでは RMS 粗さが 0.16 nm と小さく、単層 GaInN 
ベースの 0.55 nm に比べて表面平坦性が改善されることを

確認した。これは成長表面の安定化および転位進展の抑制

を反映した結果と解釈できる。また、我々の過去の研究で行っ

た Time-Resolved Photoluminescence (TRPL)  測定で

は、井戸厚が 3 nm 付近の MQW 試料において発光減衰

寿命が最も長く、非放射再結合中心が減少していることが示

唆された。（M. Miyoshi et al., Solid-State Electronics 129, 
(2017).） これらの結果は、MQW が結晶欠陥密度の低減に

寄与していることが構造的・光学的に裏付けられる。

図４. AFM による表面状態の比較 (a) GaInN/GaN MQW 
base 3/3 nm 22 組 RMS 0.16nm. (b) GaInN base 150nm 
RMS 0.55 nm 

（（３３））pp 型型ベベーースス層層のの電電極極ココンンタタククトト抵抵抗抗低低減減
当初より、コンタクト抵抗低減の手法として「選択再成長法」

による p 型コンタクト形成と、「Mg 熱拡散」の適用を検討し

てきた。前者は高温プロセスを必要とするため pn 接合特性

が劣化する課題があった。一方、後者では pn 接合特性は

改善され、コンタクト抵抗も 3.3 mΩ·cm2 まで大きく低減でき

たものの、目標値には到達しなかった。

そこで、熱負荷が小さく、かつプロセスがシンプルな手法と

して、p-GaN 最上層に高濃度 Mg ドープ薄膜（[Mg] = 2×

1021cm-3）を形成し、その上に Pd/Ni/Au を積層した電極を

用い、20% 酸素含有の窒素雰囲気中でアニールすることで

低コンタクト抵抗化を図った。図５ および表２ に、TLM により

評価した結果を示す。比較のため、Ni/Au および Pd/Pt 電

極についても同様に評価した。

その結果、Pd/Ni/Au（60/10/30 nm）電極を用いることで、

目標値（1 mΩ·cm2）を十分に満たす 0.52 mΩ·cm²を達成し

た。 最適化されたアニール条件は、520 ℃ / 5 分間、N₂:O₂ 
= 4:1 雰囲気である。 

図５． 電極間距離 5 µm の電極対で測定した I-V 曲線 
表２．電極材料と固有接触抵抗比較..  

電極材料
膜厚

(nm) 
固有接触抵抗

(mΩ·cm2) 

PPdd//NNii//AAuu  
Ni/Au 
Pd/Pt  

6600//1100//3300  
10/100 
60/50 

00..5522  
33.0 
28.0 
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（（４４））２２イインンチチ径径フフルルササイイズズウウェェハハププロロセセススのの構構築築

とと HHBBTT デデババイイススのの試試作作  
GaInN/GaN の積層による多重量子井戸（MQW）構造を

ベース層に導入することで生成される二次元ホールガス

（2DHG）を利用し、ベース層の低抵抗化を図る手法を発案し、

HBT の試作評価を行った。図６に本手法を適用した HBT 
の概略構造を示す。また、図７に試作した 2 インチ径フルサ

イズウェハの写真を示す。

図６. GaInN/GaN MQW 構造を p 型ベース領域とする GaN 
npn-HBT の概略図 

図７. ２インチ基板に試作した HBT の写真. 

（（５５））デデババイイススシシミミュュレレーーシショョンンをを用用いいたた構構造造設設計計

とと試試作作デデババイイススのの動動作作解解析析  
本項目では、HBT の特性向上に向けて行ったベース領

域の横方向比抵抗低減の効果をシミュレーションで検討した。

提案する p-GaInN/GaN 多重量子井戸（MQW）構造を用

いた HBT をモデルとし、Silvaco® Atlas により構造設計と

動作シミュレーションを行った。 図８左に断面構造と動作時

の正孔濃度分布を示す。GaInN/GaN MQW（3 nm/3 nm × 
20 組）を導入した場合、ベース領域に 1019 cm-3 を超える高

濃度正孔が生成され、図８右に示すように良好な変調動作が

得られた。

さらに、小信号特性として、図９(a) 電流増幅率の周波数特

性、(b) S11–S22 の Smith Chart、を示す。計算精度につ

いては、試作デバイスの測定結果と比較しながら継続的に検

証を進める。

図８. 試作 HBT の断面模式図（左：正孔濃度分布図を兼ね

る）とデバイスシミュレーションによる I-V 静特性（右） 

図９．(a) 電流増幅率の周波数特性、(b)スパイスパラメー

タ S11-S22 の Smith Chart、(c) S12-S21 の polar chart
のデバイスシミュレーション結果 

（（６６））HHBBTT のの試試作作とと評評価価結結果果
p-GaInN/GaN MQW をベース領域に用いた GaN 系

npn-HBT を作製した。図６に概略構造を示す。デバイス

は Free-standing (FS)-GaN 基板上に、n⁺-GaN サブコ

レクタ、n-GaN コレクタ、p-GaN（28 nm）および

Ga₀.₉₅In₀.₀₅N/GaN（3 nm/3 nm ×20 組）の MQW ベー

ス、さらに p+-GaN コンタクト層を順に成長して形成し

た。 コレクタ電極部を Reactive Ion Etching (RIE)法で

サブコレクタまでエッチング後、選択再成長により

n⁺-Al₀.₃₃Ga₀.₆₂In₀.₀₅N（100 nm）エミッタを形成した。

成長後、Mg 活性化のため 775 ℃・90 分間のアニールを

行った。n 型電極は Ti/Al/Ni/Au を蒸着し 775 ℃でア

ニール、p 型電極は Pd/Ni/Au を 520 ℃でアニールして

形成した。表面パッシベーションには Atomic Layer
Deposition (ALD)-Al₂O₃（50 nm）を用い、開口部をウェ

ットエッチングで形成した後、Ni/Au パッドを蒸着した。

直流特性は B1500A によるオンウエハ測定で取得した。 

図１０(a) の J–V 特性では、ベース電流によるコレク

タ電流の変調と、飽和領域に続く明確な活性領域を確認し

た。図１０(b) の Gummel plot から電流増幅率 β は 21
に達した。 加えて、図１１に示す結果より、ベース層の

抵抗低減により、高いベース電流・コレクタ電流密度でも

変調動作が確認できた。最大電流密度は 0.8kA/cm2

（IB=3mA VCE=30V）に到達した。

図１０．試作した HBT の(a) J-V 特性 (b) Gummel plot 

図１１．ベース電流を増加させた場合の J-V 特性

（（７７））高高周周波波計計測測シシスステテムムのの再再構構築築とと試試作作デデババイイスス

のの特特性性評評価価  
R6 年度、再立ち上げを行ったミリ波ネットワークアナライザ

（Agilent Technologies PNA-X N5247A）を用いて、試作 
HBT 素子の高周波特性を評価した。 高周波測定用 HBT
の表面 SEM 像を図１２に示す。 エミッタをダブルで配置、そ

の周囲をベースが囲む構成。S11 側をベース、S22 側をコレク

タ、コモンをエミッタ に配 置。エミッタ 面 積は１素 子辺 り
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2000µm2 である。 図１３には、10MHz から 300MHz の範囲

で測定した (a) S11–S22 の Smith Chart、(b) S12–S21 の

Polar Chart を示す。S パラメータから算出したカットオ

フ周波数は約 10 MHz であった。しかし当初予測よりも低

い値であるため、素子の寄生容量や測定時のキャリブレー

ション方法などの影響を含め、原因の調査を継続している。 

図１２．高周波測定用素子表面の SEM 像

図１３．(a) スパイスパラメータ S11-S22 の Smith Chart、
(b) スパイスパラメータ S12-S21 の Polar Chart

３３．．今今後後のの研研究究成成果果のの展展開開  
MQW 構造および新規電極形成法を採用したことにより、

基本的な DC 特性については目標を達成した。一方、高周

波特性についてはカットオフ周波数が予測よりも低い値となっ

たため、原因の解明と改善に向けた検討を継続する。

今後は 、企業主体の外部資金申請を行い、開発ターゲッ

トである GaN 系 HBT とそれを搭載した通信機器の商品開

発・社 会実装 を推し進 める 。  提携先の企業としては、

MOCVD 装置メーカー、無線通信システムを手掛けるメーカ

ーなどが有力候補である。 ここでは、デバイスの実用性判断

について、デバイスメーカの事業部や開発部隊の協力を仰ぎ

ながら 、デバイス試作と特性評価、特に大学で評価が困難な

高周波パワー効率測定などの実証評価を行う事で技術上の

課題を抽出し、開発技術の完成度を高めていく。この取り組み

の中では、 キーとなる結晶成長装置を用いた量産化技術 の

確立を目指すと同時に、増幅器の商品化に向けて、車載レー

ダやミリ波帯増幅器といった応用機器へのテスト搭載を伴った

実地試験を展開したいと考えている。また、知財活動としては、

関連企業との共同出願の形で主に商品化に係る権利獲得を

進めていく方針である。

４４．．むむすすびび  

次世代無線分野への応用が期待される高周波デバイスで

ある GaN 系 HBT について、その主要課題である pp--GGaaNN  
層層のの低低抵抵抗抗化化および金金属属電電極極ととのの接接触触抵抵抗抗低低減減に取り組ん

だ。本研究では、新規に提案した GGaaIInnNN//GGaaNN 多多重重量量子子井井

戸戸（（MMQQWW））構構造造をを備備ええるるベベーースス構構造造と、pp--GGaaNN 表表面面にに形形成成しし

たた高高濃濃度度 pp⁺⁺--GGaaNN  層層にに PPdd//NNii//AAuu 電電極極をを接接続続すするる構構造造を適

用した。 その結果、前者ではベース層の比比抵抵抗抗  00..9933  ΩΩ··ccmm、

後者では固固有有接接触触抵抵抗抗 00..5522  mmΩΩ··ccmm²²を達成した。 さらに、

これらの新規要素を反映して HBT を試作したところ、ベース

電流による良好な電流変調およびピンチオフ特性を確認した。

電流増幅率は ββ  ==  2211（（VVBBEE  ==  VVCCEE  ==  22..88  VV））、最大電流密度

は 00..88  kkAA//ccmm²² を得た。 
加えて、小信号特性（S パラメータ）を取得し、カカッットトオオフフ周周

波波数数はは約約 1100  MMHHzz であることを確認した。これは当初予測よ

りも低い値であり、原因については今後も調査を継続する。
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